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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面シート、裏面シート、及び両シート間に介在配置され且つ吸水性ポリマー及び繊維
を含む吸収体を具備する吸収性物品であって、
　前記吸水性ポリマーとして、膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーを含んで
おり、
　前記吸収体は、前記吸水性ポリマーの含有率が下記式によって算出される吸水性ポリマ
ー平均含有率を超える、吸水性ポリマー高濃度領域を有しており、
　前記吸水性ポリマー高濃度領域において、複数の前記吸水性ポリマーの粒子が互いに２
点以上で接しており、その粒子どうしの接点の間に該吸水性ポリマーで囲まれた空隙が形
成されている吸収性物品。
　吸水性ポリマー平均含有率（質量％）＝（吸収体に含まれる全ての吸水性ポリマーの総
質量／吸収体の総質量）×１００
【請求項２】
　前記吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさが４００μｍ2以上である請求項１記載の
吸収性物品。
【請求項３】
　前記吸水性ポリマーは、ＪＩＳ　Ｋ　７２２３に準拠した遠心保持量が５～２５ｇ／ｇ
である請求項１又は２記載の吸収性物品。
【請求項４】
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　前記吸水性ポリマーは、２．０ｋＰａでの加圧下通液速度が１５０ｍｌ／分以上である
請求項１～３の何れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項５】
　前記吸水性ポリマーの中和度が７５モル％未満である請求項１～４の何れか一項に記載
の吸収性物品。
【請求項６】
　前記吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーの含有率と前記吸水性ポリマー
平均含有率との差が１０質量％以上である請求項１～５の何れか一項に記載の吸収性物品
。
【請求項７】
　前記吸収体は、前記吸水性ポリマーの含有率が前記吸水性ポリマー平均含有率よりも少
ないか又は吸水性ポリマーを含有していない、吸水性ポリマー低濃度領域を有しており、
　前記吸収体の平面視における前記吸水性ポリマー高濃度領域の総面積と前記吸水性ポリ
マー低濃度領域の総面積との比（前者／後者）が、３０／７０～９０／１０である請求項
１～６の何れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項８】
　前記吸収体の平面視において、該吸収体の長手方向に延びる帯状の前記吸水性ポリマー
高濃度領域と、該長手方向に延びる帯状の前記吸水性ポリマー低濃度領域とが、該吸収体
の幅方向に交互に配置されている請求項７記載の吸収性物品。
【請求項９】
　前記吸収体は、繊維集合体からなる複数の層を積層してなる積層構造を備え、該積層構
造における層間のうちの少なくとも１つの層間に前記吸水性ポリマーが介在されている請
求項１～８の何れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項１０】
　前記表面シートは、肌当接面側に凹部及び凸部を有し、該凹部は、構成繊維が圧着又は
接着されている接合部を有しており、
　前記接合部の近傍に、構成繊維が該接合部を起点として該接合部から離れる方向に並列
に並んで立ち上がる繊維並列起立部が形成されており、
　前記接合部と該接合部に隣接する非接合部との境界と直交する方向に沿った断面視にお
いて、前記繊維並列起立部における隣接する繊維間の距離が、該接合部に向かうに従って
漸減している請求項１～９の何れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項１１】
　前記表面シートは、加熱によってその長さが延びる熱伸長性繊維を含んで構成されてい
る請求項１０記載の吸収性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生理用ナプキン等の吸収性物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　生理用ナプキンや使い捨ておむつ等の吸収性物品として、液体透過性の表面シート、液
体不透過性の裏面シート、及び両シート間に介在配置され且つ吸水性ポリマーを含む吸収
体を備えたものが知られている。例えば特許文献１には、吸収性物品内において高吸収性
樹脂（吸水性ポリマー）の膨潤に起因して発生する隆起を抑制する吸収性物品として、そ
の吸収体が、高吸収性樹脂が密集する密集層と上下方向において該密集層に隣接する空間
層とを備える、点在部を有しているものが記載されている。
【０００３】
　また特許文献２には、第１の層と対面関係に並列する第２の層を有し、両層間に、吸水
性ポリマーが実質的に均一に分布している連続領域と、該連続領域に包囲され且つ吸水性
ポリマーを実質的に含有していない区域とを有する吸収性構造体が記載されている。特許
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文献２に記載の吸収構造体によれば、前記区域の存在により、吸水性ポリマーが膨張する
ことができる空間が確保され、吸収性構造体の総流体容量を効率的に利用できるとされて
いる。
【０００４】
　また特許文献３には、吸収性能に優れた吸収性樹脂粒子（吸水性ポリマー）として、架
橋重合体粒子と、凝集剤と、水不溶性無機多孔質微粒子とを含有してなり、保水量が３５
～５０ｇ／ｇ、荷重下吸収量が１８～２５ｇ／ｇである吸収性樹脂粒子が記載されている
。吸収性樹脂粒子によれば、液の吸収により膨潤した吸収性樹脂粒子によって液の通路が
閉塞される、いわゆるゲルブロッキングを生じ難いとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－２３７３８２号公報
【特許文献２】特表平１１－５０３９５４号公報
【特許文献３】特開２００８－２４７９４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１及び２に記載の技術は、何れも吸水性ポリマーが密集している領域において
ゲルブロッキングが生じるおそれがある。そのため、これらの技術を適用した生理用ナプ
キン等の吸収性物品は、肌当接面（吸収性物品着用者の肌側へ向けられる面）側から非肌
当接面（肌当接面とは反対側の面）側への液の透過性が悪く、肌当接面を形成する表面シ
ートにおいて液残りが生じやすく、排泄された体液が肌に接する時間が長いため肌に負荷
を与えるおそれがある。
【０００７】
　また、特許文献３に記載の吸収性樹脂粒子は、ゲルブロッキングの防止に一定の効果は
あるものの、体圧等の所定の圧力がかかった状態では、ゲルブロッキングを起こすおそれ
がある。そのため、特許文献３に記載の吸収性樹脂粒子を用いた吸収性物品は、例えば該
吸収性物品の着用者が座っているとき等に体液が排泄されると、ゲルブロッキングが発生
している状態で体液が排泄されることになるため、肌当接面側から非肌当接面側へ体液が
透過し難く、特に、経血等の高粘性液に対する通液性に劣り、表面シートにおいて液残り
が生じるおそれがある。
【０００８】
　従って本発明の課題は、液透過性に優れ、肌当接面における液残りが生じにくくドライ
感に優れた吸収性物品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、表面シート、裏面シート、及び両シート間に介在配置され且つ吸水性ポリマ
ー及び繊維を含む吸収体を具備する吸収性物品であって、前記吸水性ポリマーとして、膨
潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーを含んでおり、前記吸収体は、前記吸水性
ポリマーの含有率が下記式によって算出される吸水性ポリマー平均含有率を超える、吸水
性ポリマー高濃度領域を有している吸収性物品を提供することにより、前記課題を解決し
たものである。
　吸水性ポリマー平均含有率（質量％）＝（吸収体に含まれる全ての吸水性ポリマーの総
質量／吸収体の総質量）×１００
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の吸収性物品によれば、肌当接面側に排泄された体液が素早く非肌当接面側へ透
過され、表面シートにおける液残りが生じにくく、優れたドライ感が得られる。
【図面の簡単な説明】
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【００１１】
【図１】図１は、本発明の吸収性物品の一実施形態である生理用ナプキンの肌当接面側（
表面シート側）を示す模式的に示す斜視図である。
【図２】図２は、図１のＩ－Ｉ線断面を模式的に示す断面図である。
【図３】図３は、図１に示すナプキンが備えている吸収体における吸水性ポリマーの分布
パターンを模式的に示す平面図である。
【図４】図４は、図１に示すナプキンが備えている吸収体の厚み方向に沿った断面の一部
を模式的に示す断面図である。
【図５】図５（ａ）及び図５（ｂ）は、それぞれ、図４の一部を拡大して模式的に示す断
面図である。
【図６】図６は、図１に示すナプキンが備えている吸収体の製造方法の概略説明図である
。
【図７】図７は、本発明における吸水性ポリマーの分布パターンの他の実施形態を示す図
３相当図である。
【図８】図８（ａ）～図８（ｃ）は、それぞれ、本発明における吸水性ポリマーの分布パ
ターンの更に他の実施形態を示す図３相当図である。
【図９】図９は、本発明に係る吸収体の他の製造方法の概略説明図である。
【図１０】図１０は、図９に示す製造方法で用いる製造装置の一部を模式的に示す斜視図
である。
【図１１】図１１は、図９に示す製造方法で得られる吸収体の断面を模式的に示す断面図
である。
【図１２】図１２は、膨潤ゲルの安息角の測定方法の説明図である。
【図１３】図１３は、図１に示すナプキンが備えている表面シートの一実施形態を模式的
に示す斜視図である。
【図１４】図１４は、図１３に示す表面シートの肌当接面側の一部を拡大して模式的に示
す平面図である。
【図１５】図１５は、図１４のＩＩＩ－ＩＩＩ線断面を模式的に示す断面図である。
【図１６】図１６は、線状エンボス及び該線状エンボスに隣接する繊維並列起立部を、表
面シートの肌当接面側から見た顕微鏡写真である。
【図１７】図１７は、図１に示すナプキンの厚み方向に沿った断面を模式的に示す断面図
である。
【図１８】図１８は、個々の区画領域又は複数種類の区画領域が、黄金比又は白銀比の寸
法比率を有する場合のいくつかの例を示す模式図である。
【図１９】図１９は、図１３に示す表面シートの製造方法の概略説明図である。
【図２０】図２０は、本発明に係る表面シートの他の実施形態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の吸収性物品をその好ましい実施形態に基づき図面を参照しながら説明す
る。図１及び図２には、本発明の吸収性物品の一実施形態である生理用ナプキンが示され
ている。本実施形態の生理用ナプキン１（以下、ナプキン１ともいう）は、平面視におい
て一方向に長い形状をしており、液透過性の表面シート２、液不透過性の裏面シート３、
及び両シート２，３間に介在配置され且つ吸水性ポリマーを含む吸収体１０を具備してい
る。ナプキン１は、該吸水性ポリマーとして、後述するように、膨潤ゲルの安息角が４５
°以下の吸水性ポリマーを含んでいる。吸収体１０は平面視において一方向に長い形状を
しており、その長手方向（図１中、符合Ｘで示す方向）をナプキン１の長手方向と一致さ
せて、ナプキン１の幅方向（図１中、符合Ｙで示す方向）の中央部に配されている。
【００１３】
　図２に示すように、表面シート２は、吸収体１０の肌当接面の全域を被覆し、裏面シー
ト３は、吸収体１０の非肌当接面の全域を被覆している。裏面シート３の非肌当接面上に
は粘着剤が塗布されて、ナプキン１をショーツ等に固定するための固定部（図示せず）が
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形成されている。裏面シート３としては、当該技術分野で通常用いられているものを特に
制限無く用いることができ、例えば液不透過性のフィルムシートから構成されていても良
く、この液不透過性のフィルムシートは水蒸気透過性を有していても良い。表面シート２
については後述する。
【００１４】
　尚、本明細書において、「長手方向」は、吸収性物品又はその構成部材（吸収体等）の
長辺方向に沿う方向であり、「幅方向」は、該長手方向と直交する方向である。また、「
肌当接面」は、吸収性物品又はその構成部材における、吸収性物品着用時に着用者の肌側
に向けられる面であり、「非肌当接面」は、吸収性物品着用時に該肌当接面とは反対側に
向けられる面である。
【００１５】
　ナプキン１の肌当接面側（表面シート２側）には、その長手方向左右両側部に、ナプキ
ン１の長手方向へ延びる一対の防漏溝４，４が形成されている。防漏溝４は、表面シート
２と吸収体１０とが、表面シート２側からエンボス等の圧搾手段によって圧密化及び一体
化されて形成されている。一対の防漏溝４，４は、ナプキン１の縦中心線に関してほぼ対
称な形状になっており、且つそれらの前後端が互いに連結しており、これによって全体と
して閉じた形状をなしている。防漏溝４，４が形成されていることにより、ナプキン幅方
向外方に流れる体液等が堰き止られ、ナプキン１の側部からの漏れ（横漏れ）が効果的に
防止される。更に、防漏溝４，４が吸収体１０の下部付近まで達していることが、吸収体
１０が偏って血液が残留するのを防止する点で好ましい。
【００１６】
　ナプキン１の周縁部には、吸収体１０の外方に離間した位置にエンドシール部５が形成
されている。エンドシール部５は、表面シート２及び裏面シート３それぞれの吸収体１０
の周縁部から外方への延出部分が互いに接合されて形成されている。エンドシール部５は
、シート材料の所定部位にホットメルト等の接着剤を配して熱エンボス処理によって形成
されることが、シール部の柔軟性及び湿潤時のシール強度を向上・安定化させる観点から
より好ましい。
【００１７】
　本実施形態のナプキン１は、吸収体１０及び表面シート２に主たる特徴を有している。
以下にこれらについて順次説明する。
【００１８】
［吸収体］
　本実施形態のナプキン１が備えている吸収体１０は、図２に示すように、繊維集合体か
らなる複数の層としての２枚の繊維シート１１，１２を積層してなる積層構造を備え、該
積層構造における層間のうちの少なくとも１つの層間（２枚の繊維シート１１，１２の間
）に粒状の吸水性ポリマーが介在されている。２枚の繊維シート１１，１２の間には、吸
水性ポリマーのみが介在されていても良く（以下、この形態を形態Ａともいう）、吸水性
ポリマー及び繊維が介在されていても良い（以下、この形態を形態Ｂともいう）。尚、特
に断らない限り、本発明に係る吸水性ポリマー（本発明で用いられる吸水性ポリマー）に
は、後述する膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーが含まれる。
【００１９】
　吸収体１０は、吸水性ポリマーの含有率が下記式によって算出される吸水性ポリマー平
均含有率を超える、吸水性ポリマー高濃度領域１３と、吸水性ポリマーの含有率が該吸水
性ポリマー平均含有率よりも少ないか、あるいは吸水性ポリマーを含有していない、吸水
性ポリマー低濃度領域１４とを有している。ここで、吸水性ポリマーの含有率は、下記式
によって算出される。
　吸水性ポリマー平均含有率（質量％）＝（吸収体に含まれる全ての吸水性ポリマーの総
質量／吸収体の総質量）×１００
　吸水性ポリマーの含有率（質量％）＝（当該領域に含まれている全ての吸水性ポリマー
の総質量／当該領域の総質量）×１００



(6) JP 5417133 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

【００２０】
　前記形態Ａ（積層構造における層間のうちの少なくとも１つの層間に吸水性ポリマーの
みが介在されている形態）において、吸収体１０中における吸水性ポリマーの分布に前述
の如き濃淡があると、排泄された液が、吸水性ポリマー低濃度領域１４で一旦保持される
ことで吸収体１０への液の取り込み速度が高まると共に、該領域１４を通って液が拡散し
、吸水性ポリマー高濃度領域１３への液の受け渡しが行われ、該領域１３で液が固定され
る。このように、前記形態Ａの吸収体１０は、その全体を効率的に利用することができ、
液の吸収効率に優れている。
【００２１】
　また、前記形態Ｂ（積層構造における層間のうちの少なくとも１つの層間に吸水性ポリ
マー及び繊維が介在されている形態）において、吸収体１０中における吸水性ポリマーの
分布に前述の如き濃淡があると、１）排泄された液が尿等の低粘性液の場合には、主とし
て吸水性ポリマー低濃度領域１４における、繊維間によって形成される毛管力の作用によ
って、吸収体１０の液の引き込み性及び拡散性が向上し、２）排泄された液が経血や軟便
等の高粘性液の場合には、主として吸水性ポリマー低濃度領域１４の繊維が該高粘性液に
対して障壁として作用することによって、液の拡散性が低下し、いわゆる横漏れが効果的
に防止される。前記形態Ｂにおける吸水性ポリマー低濃度領域１４は、吸水性ポリマーの
含有量が相対的に少ない代わりに、繊維の含有量が相対的に多く、そのため、このような
液に対する作用効果を奏するのである。
【００２２】
　また、前記形態Ａ及びＢそれぞれにおいて、吸収体１０中における吸水性ポリマーの分
布に前述の如き濃淡があると、吸水性ポリマー低濃度領域１４は吸水性ポリマー高濃度領
域１３に比べて弾性率が低く容易に屈曲させることができるため、吸収体１０全体が柔軟
となり、装着中の違和感が低減すると共に、領域１４がしなやかに屈曲することで、吸収
体１０に不規則なよれが発生せず、安定した吸収性能を発現することができる。
【００２３】
　吸収体のある領域が、吸水性ポリマーを前記吸水性ポリマー平均濃度よりも高濃度で含
有している、吸水性ポリマー高濃度領域であるか否かは、例えば次のようにして調べるこ
とができる。即ち、吸収体を長手方向及び幅方向それぞれに５等分して、該吸収体を２５
の領域に区分する。そして、各領域について、前記式を用いて吸水性ポリマーの含有率（
質量％）を算出し、その算出値が前記吸水性ポリマー平均濃度（質量％）よりも大きい場
合は、当該領域を吸水性ポリマー高濃度領域とし、算出値が該吸水性ポリマー平均濃度よ
りも小さい場合は、当該領域を吸水性ポリマー低濃度領域とする。
【００２４】
　前述した作用効果を確実に奏させるようにする観点から、吸水性ポリマー高濃度領域１
３における吸水性ポリマーの含有率と前記吸水性ポリマー平均含有率との差は、１０質量
％以上、特に２０質量％以上であることが好ましい。同様の観点から、吸水性ポリマー低
濃度領域１４における吸水性ポリマーの含有率と前記吸水性ポリマー平均含有率との差も
、これと同様の範囲であることが好ましい。
【００２５】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３の吸水性ポリマーの含有率は、該領域１３の総質量の３
０質量％以上、特に５０～１００質量％であることが好ましい。また、吸水性ポリマー高
濃度領域１３における吸水性ポリマーの坪量は、本実施形態のように吸収体１０を生理用
ナプキンの吸収体として用いる場合は、１０ｇ／ｍ2以上、特に１０～２００ｇ／ｍ2、と
りわけ１５～１００ｇ／ｍ2であることが好ましい。
【００２６】
　尚、吸収体１０を失禁パッドの吸収体として用いる場合は、吸水性ポリマー高濃度領域
１３における吸水性ポリマーの坪量は、１０～５００ｇ／ｍ2、特に１５～３５０ｇ／ｍ2

であることが好ましい。また、吸収体１０を乳幼児用のおむつ吸収体として用いる場合は
、吸水性ポリマー高濃度領域１３における吸水性ポリマーの坪量は、５０～５００ｇ／ｍ
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2、特に１００～３００ｇ／ｍ2であることが好ましい。
【００２７】
　吸水性ポリマー低濃度領域１４の吸水性ポリマーの含有率は、該領域１４の総質量の５
０質量％以下、特に０～４０質量％であることが好ましい。また、吸水性ポリマー低濃度
領域１４における吸水性ポリマーの坪量は、本実施形態のように吸収体１０を生理用ナプ
キンの吸収体として用いる場合は、１００ｇ／ｍ2以下、特に０～５０ｇ／ｍ2であること
が好ましい。
【００２８】
　尚、吸収体１０を失禁パッドの吸収体として用いる場合は、吸水性ポリマー低濃度領域
１４における吸水性ポリマーの坪量は、１０～２００ｇ／ｍ2、特に１５～１５０ｇ／ｍ2

であることが好ましい。また、吸収体１０を乳幼児用のおむつ吸収体として用いる場合は
、吸水性ポリマー低濃度領域１４における吸水性ポリマーの坪量は、０～２００ｇ／ｍ2

、特に０～１００ｇ／ｍ2であることが好ましい。
【００２９】
　図３には、吸収体１０における吸水性ポリマーの分布パターンが模式的に示されている
。本実施形態においては、図３に示すように、平面視において略四角形形状の吸水性ポリ
マー高濃度領域１３と、同じく平面視において略四角形形状の吸水性ポリマー低濃度領域
１４とが、吸収体１０の長手方向Ｘ及び幅方向Ｙの両方向それぞれに交互に配置されてい
る。また、吸収体１０の長手方向両側縁部１０ｓ，１０ｓは、その全体が吸水性ポリマー
低濃度領域１４となっている。このように、本実施形態に係る吸収体１０においては、そ
の長手方向両側縁部１０ｓ，１０ｓに挟まれた領域において、多数の吸水性ポリマー高濃
度領域１３と多数の吸水性ポリマー低濃度領域１４とが、図３に示す如く平面視において
市松模様を形成するように配置されている。
【００３０】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３の平面視における形状は、図３に示す如き四角形形状に
制限されず、例えば円形形状、ひし形、円形、波線状等、任意の形状にすることができ、
またその平面視における大きさ（１つの領域１３の面積）は、吸収体１０の肌当接面（あ
るいは非肌当接面）の全面積に対して、好ましくは１～６０％、更に好ましくは５～４０
％である。また、吸水性ポリマー高濃度領域１３は、小さな領域１３が単位領域に多数形
成されている状態が好ましい。また、吸収体１０の平面視において、吸水性ポリマー高濃
度領域１３の総面積Ｓ１と吸水性ポリマー低濃度領域１４の総面積Ｓ２との比（Ｓ１／Ｓ
２）は、好ましくは３０／７０～９０／１０、更に好ましくは４０／６０～８０／２０で
ある。
【００３１】
　図４には、吸収体１０の厚み方向に沿った断面の一部が模式的に示されている。吸水性
ポリマー高濃度領域１３においては、図４に示すように、複数の吸水性ポリマーの粒子１
５が互いに重なり合って密集している。尚、図４では、説明容易のため、吸水性ポリマー
の粒子１５の分布状態を模式的に示しているが、通常実際には、吸水性ポリマー高濃度領
域１３においては、複数の粒子１５は、吸収体１０の面方向に一定の拡がりをもって互い
に重なり合って存在していると共に、吸収体１０の厚み方向にも互いに重なり合って存在
している。また、図４では、吸水性ポリマー低濃度領域１４に粒子１５が存在していない
ように記載しているが、実際には、吸水性ポリマー高濃度領域１３よりも少ない量の粒子
１５が、該領域１３における粒子１５と同様に重なり合って存在している場合がある。
【００３２】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３においては、複数の吸水性ポリマーの粒子が互いに２点
以上で接しており、その粒子どうしの接点の間に該吸水性ポリマーで囲まれた空隙が形成
されている。図５（ａ）及び図５（ｂ）は、それぞれ、吸水性ポリマー高濃度領域１３に
形成されている空隙の例を模式的に示した断面図である。図５（ａ）に示す例では、２粒
の吸水性ポリマー粒子１５ａ，１５ｂが互いに図５（ａ）中符号Ｃ１及びＣ２で示す２点
で接しており、その粒子１５ａ，１５ｂどうしの接点Ｃ１，Ｃ２の間に吸水性ポリマー１
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５で囲まれた空隙Ｓ１が形成されている。また、図５（ｂ）に示す例では、３粒の吸水性
ポリマー粒子１５ｃ，１５ｄ，１５ｅが互いに図５（ｂ）中符号Ｃ１，Ｃ２，Ｃ３で示す
３点で接しており、その粒子１５ｃ，１５ｄ，１５ｅどうしの接点Ｃ１，Ｃ２，Ｃ３の間
に吸水性ポリマー１５で囲まれた空隙Ｓ２が形成されている。
【００３３】
　尚、本発明に係る「吸水性ポリマーで囲まれた空隙」は、図５に示す形態に限定されず
、吸水性ポリマー高濃度領域には種々の形態の空隙が存在している。また、図５では、吸
水性ポリマー１５で囲まれた空隙Ｓ１，Ｓ２内に何も含まれていないように記載している
が、該空隙内に、吸収体の形成材料（例えば繊維、吸水性ポリマーの表面処理に用いる無
機粒子、固定されておらず移動可能な状態の吸水性ポリマーの粒子等）が含まれている場
合がある。
【００３４】
　吸収体１０は、液吸収前の乾燥状態において、その吸水性ポリマー高濃度領域１３に、
このような吸水性ポリマーで囲まれた空隙を有していることにより、液を一旦取り込むス
ペースを多く有し且つゲルブロッキングを起こし難く、また特に、経血等の粘性の高い液
が、隣接する吸水性ポリマーの粒子間の空隙を閉塞するおそれが少ない。そして、斯かる
特長を有する吸収体１０を備えるナプキン１によれば、下記効果１）～３）が奏される。
【００３５】
　効果１）吸収体１０への排泄液の取り込みが素早く行われ且つ繰り返しの吸収性も良好
なため、ナプキン１の表面（表面シート２の肌当接面）での液拡がりが小さくなり、表面
のドライ感が向上すると共に、幅方向への液の漏れ出しが抑制される。
　効果２）吸収性の向上により、従来よりもパルプ等の繊維成分の使用量を低減すること
が可能であり、その結果、吸収体１０の薄型化が図られ、延いては、ナプキン１の薄型化
とそれによる装着性の向上が図られる。
　効果３）吸収体１０中に、吸水性ポリマーに起因する強固なゲルの塊ができにくいため
、吸収体１０及びこれを備えたナプキン１が柔軟となり、装着違和感が低減し、快適な付
け心地が得られる。
【００３６】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３に前述した吸水性ポリマーで囲まれた空隙が形成されて
いるか否かは、下記＜吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさの測定方法＞によって確認
することができる。下記測定方法によって得られる空隙の大きさＳporeが４００μｍ2以
上の場合は、当該領域（吸水性ポリマー高濃度領域）に吸水性ポリマーで囲まれた空隙が
形成されていると言える。即ち本発明において、吸水性ポリマー高濃度領域１３に吸水性
ポリマーで囲まれた空隙（互いに２点以上の接点で接する吸水性ポリマーの粒子どうしの
接点の間に形成された空隙）が形成されていると認められるためには、領域１３に単に空
隙が存在しているだけでは足りず、下記測定方法で測定される空隙の大きさが４００μｍ
2以上である必要がある。空隙の大きさＳporeは、前述した効果をより確実に奏させるよ
うにする観点から、好ましくは１０００μｍ2以上である。
【００３７】
＜吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさの測定方法＞
　測定に先立ち、前処理として、測定対象の乾燥状態の吸収体を平らな台の上に置き、そ
の上方から２４．５ｋＰａの荷重を該吸収体の全体に亘って１２時間連続的に掛ける。こ
の前処理により、吸収体の厚みを回復させ、しわ等の影響を取り除いておくことができる
。前処理済みの吸収体について、前述した方法に従って吸水性ポリマー高濃度領域を特定
する。吸水性ポリマー高濃度領域と特定された、３つの領域に対し、以下の操作を行い、
当該領域における吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさを測定する。尚、吸水性ポリマ
ー高濃度領域が１箇所ないし２箇所しかない場合は、該吸水性ポリマー高濃度領域を長さ
方向及び／又は横方向に３等分になるように分割し、各部分について以下の操作を行う。
以下の操作によって３つの領域（部分）それぞれについての空隙の面積の総和を得、これ
らの平均値を算出し、これを吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさＳporeとする。
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　吸水性ポリマー高濃度領域の長手方向の切断面を、マイクロスコープ（キーエンス社、
ＶＨ－８０００）を用いて、２５倍の拡大像にして分割して撮像し画像データとして取り
込む。こうして得られた複数の分割画像からなる画像データを、画像解析処理ソフト（Ｉ
ｍａｇｅ－Ｐｒｏ　ｐｌｕｓ，Ｍｅｄｉａ　Ｃｙｂｅｒｎｅｔｉｃｓ社）を用いて処理し
、複数の分割画像毎に、吸水性ポリマーで囲まれた空隙（互いに２点以上の接点で接する
吸水性ポリマーの粒子どうしの接点の間に形成された空隙）の面積の総和を算出する。そ
して、複数の分割画像それぞれについての空隙の面積の総和を求める。
【００３８】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３においては、吸水性ポリマーで囲まれた空隙の大きさＳ
poreの、吸水性ポリマーの占める面積Ｓsapに対する割合〔＝（Spore/Ｓsap）×１００〕
が、３～５０％、より好ましくは５～３０％の範囲にあることが、吸収性を高める点で好
ましい。ここで、吸水性ポリマー高濃度領域１３における吸水性ポリマーの占める面積Ｓ
sapは次のようにして求めることができる。即ち、前記＜吸水性ポリマーで囲まれた空隙
の大きさの測定方法＞において、複数の分割画像毎に、吸水性ポリマーの占める面積の総
和を算出し、これを当該吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーの粒子の占め
る面積Ｓsapとする。
【００３９】
　吸水性ポリマー高濃度領域１３に吸水性ポリマーで囲まれた空隙が形成されている（即
ち前記測定方法によって得られる空隙の大きさＳporeが４００μｍ2以上である）状態を
発現させるためには、吸水性ポリマーとして、膨潤ゲルの安息角が特定範囲にあるものを
使用する必要がある。本発明で用いられる吸水性ポリマーは、更に、遠心保持量、かさ比
重、加圧下通液速度等の所定の物性がそれぞれ特定範囲にあることが好ましい。本発明で
用いられる吸水性ポリマーの詳細については後述する。
【００４０】
　吸収体１０を構成する繊維シート１１，１２（繊維集合体からなる層）としては、繊維
を含むシート状物を用いることができ、例えば紙、不織布等が挙げられる。繊維シート１
１，１２に含有される繊維としては、当該技術分野において通常用いられているものを適
宜用いることができる。例えば、針葉樹パルプ、広葉樹パルプ等の木材パルプや竹、ケナ
フ、ワラ、コウゾ、ミツマタ、コットン等の非木材パルプ（以上、天然繊維）；キュプラ
、レーヨン等の再生繊維；アセテート等の半合成繊維；ポリオレフィン類、ポリアミド類
、ポリビニルアルコール類、ポリエステル類等の合成繊維；架橋パルプ、マーセル化パル
プ等の、天然繊維を化学処理して得られる改質パルプ等が挙げられ、これらの１種を単独
で又は２種以上を混合して用いることができる。
【００４１】
　繊維シート１１，１２として特に好ましいものは、パルプ繊維と該パルプ繊維よりも親
水性が劣る繊維（以下、弱親水性繊維ともいう）とを含むものである。斯かる組成の繊維
シート（以下、弱親水性繊維含有シートともいう）は、嵩（構成繊維間距離）が高く低密
度であり、厚み方向の液透過性が高く保水性が低いという特徴を有しているため、該繊維
シートを吸収体の構成材料として用いた場合には、排泄液の取り込みが素早く行われ、表
面のドライ感が向上する。
【００４２】
　前記弱親水性繊維は、パルプ繊維よりも親水性が劣る繊維である。具体的には、下記＜
親水性の評価方法＞によって得られる吸水量の傾きが０．０５ｇ／秒以下の繊維は、弱親
水性繊維である。パルプ繊維（例えばＮＢＫＰ）の吸水量の傾きは、一般に０．０７～０
．０９ｇ／秒である。
【００４３】
＜親水性の評価方法＞
　円筒形状で且つ軸方向の両端が開放端となっている内径１５ｍｍのアクリル製の管中に
、繊維を密度０．０５ｇ/ｃｍ3となるように充填する。繊維が充填されたアクリル製の管
を電子天秤（ＡＮＤ社、ＧＸ－４００）に連結させ、容量３００ｍｌのビーカーに入れら
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れた２００ｍｌの試験液（青色一号で着色した生理食塩水）中に、該管の下端から該管の
軸方向に５ｍｍに亘る部分を浸漬して該管中の繊維に試験液を吸収させ、所定時間ごとの
重量増加をモニターする。吸収量が平衡に達する前、浸漬後３０秒までの時間に対する吸
水量の傾きを求める。直線にならなかった場合は、最小二乗法により近似線を求め、該近
似線の傾きを吸水量の傾きとする。この吸水量の傾きの値が大きい繊維ほど、親水性が高
いと判断できる。
【００４４】
　前記弱親水性繊維としては、例えば、架橋パルプ、マーセル化パルプ等の改質パルプ；
構造内に親水基を有する合成繊維（例えば、ポリビニルアルコール繊維、アクリル繊維、
ポリエステル繊維等）の繊維の表面に、疎水性の微粒子（例えば、疎水性シリカやゼオラ
イト、クレイ等）や各種改質剤、炭化水素油、エステル油やシリコーン油等の各種油剤、
脂肪酸や思慕アルコール等を付着させたもの等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２
種以上を混合して用いることができる。改質剤としては、例えば、特開２００８－２９７
６５１号公報、特開２００８－１６３４９９号公報、特開２００７－１７７０７２号公報
等に記載されている嵩高剤が挙げられる。
【００４５】
　前記弱親水性繊維含有シートにおける弱親水性繊維（疎水性の微粒子を繊維表面に付着
させたものを除く）の含有量は、該シートの総質量に対して、好ましくは２０～９５質量
％、更に好ましくは４０～８０質量％である。弱親水性繊維として、疎水性の微粒子を繊
維表面に付着させた繊維を用いる場合、その含有量は、弱親水性繊維含有シートの総質量
に対して、好ましくは４０～１００質量％、更に好ましくは６０～１００質量％である。
また、弱親水性繊維含有シートにおけるパルプ繊維と弱親水性繊維との含有質量比（パル
プ繊維／弱親水性繊維）は、好ましくは２０／８０～８０／２０、更に好ましくは３０／
７０～７０／３０である。
【００４６】
　繊維シート１１，１２には、繊維以外の他の成分、例えば、紙力増強剤、各種粒子の定
着剤、地合改善剤等を含有させても良い。繊維シート１１，１２の坪量は、１０～６０ｇ
／ｍ2、特に１５～４０ｇ／ｍ2であることが好ましく、またその厚み（無荷重下における
厚み）は、０．１５～０．５５ｍｍ、特に０．２～０．４５ｍｍであることが好ましい。
【００４７】
　吸収体１０は、その略全体が被覆シート（図示せず）で被覆されていても良い。吸収体
の略全体が被覆シートで被覆されていると、吸収体の形状安定性及びハンドリング性の向
上、並びに吸水性ポリマーの極端な移動や脱落の防止に特に有効である。被覆シートによ
る吸収体の被覆形態は特に制限されないが、例えば、吸収体の上面（肌当接面）及び左右
両側面が被覆シートで被覆されている形態、更にはこれらの面に加えて吸収体の下面（非
肌当接面）が被覆シートで被覆されている形態が挙げられる。吸収体１０を被覆シートで
被覆する場合、吸収体１０と被覆シートとの間は所定の手段によって接合されていても良
い。両者が接合されていることにより、被覆シートで被覆された吸収体１０全体としての
剛性が高まり、それによってハンドリング性が一層良好になる。吸収体と被覆シートとの
間を接合する手段としては、例えば接着剤による接着や熱融着の他、通常の生理用ナプキ
ンで実施されているエンボス処理（被覆シートあるいは表面シート２上から吸収体１０に
至る厚み方向の溝を形成する）が挙げられる。
【００４８】
　前記被覆シートとしては、吸水性ポリマーの脱落を防止し得るに足る強度を有し、且つ
排泄された液の透過を妨げない素材のものが適宜用いられる。被覆シートとしては、例え
ば親水性の繊維シート、穿孔フィルム等が用いられ、この親水性の繊維シートとしては、
例えばティッシュペーパー等の紙や各種不織布（スパンボンド不織布、スパンボンド－メ
ルトブローン－スパンボンド不織布、スパンボンド－メルトブローン－メルトブローン－
スパンボンド不織布、サーマルボンド不織布、ニードルパンチ不織布、スパンレース不織
布、エアレイド不織布、アクリルやレーヨンなどの親水性繊維を含むスパンレース不織布
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等）を用いることができる。これらの不織布には、必要に応じて親水化処理や開孔処理を
施しても良く、更にスリットを形成しても良く、あるいはエンボス加工を施す等して柔軟
加工を施しても良い。これらの不織布の構成繊維としては、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、ポリエチレンテレフタレート等の熱可塑性樹脂を単独で用いた繊維、又はこれら複数
の樹脂を用いた複合繊維等が挙げられる。また、これらの不織布には、レーヨン、コット
ン、リヨセル、テンセル、アセテート、天然パルプ等の親水性繊維を共存させることがで
きる。
【００４９】
　吸収体１０は、例えば次のようにして製造することができる。本実施態様の吸収体の製
造方法は、図６に示すように、繊維シートの連続体１１’の一面上に吸水性ポリマー１５
を所定パターンで散布した後、該一面に別体の繊維シートの連続体１２’を重ね合わせる
工程を含んでいる。繊維シートの連続体１１’，１２’は、何れも実質的に凹凸の無い平
坦なシートの連続体であり、この種の繊維シートの製造方法に準じて製造することができ
、その製造方法に特に制限は無く、湿式法でも乾式法でも良い。
【００５０】
　吸水性ポリマー１５が直接散布される連続体１１’は、その散布前において、水を含浸
して湿潤状態となっていることが好ましい。吸水性ポリマーの散布前における連続体１１
’の含水率は、好ましくは４０～１００質量％、更に好ましくは５０～８０質量％である
。尚、吸水性ポリマーの含水率を吸収体の製造中に測定することは、市販の水分センサー
等を用いることで可能ではあるが、吸水性ポリマーが散布される連続体自身が水を含んで
いること等により、吸水性ポリマーの含水率を吸収体の製造中に正確に測定することは一
般に困難である。そのため、後述の＜ＤＷ法による吸水性ポリマーの吸水速度の測定方法
＞を用いて測定される吸水性ポリマーの吸水量を鑑み、吸水性ポリマーの含水率が最適と
なるように、吸水性ポリマーの散布位置、連続体１１’と連続体１２’とが合流するまで
の距離、両連続体の合流後の押圧、乾燥工程までの距離、製造速度等を設定する。
【００５１】
　吸水性ポリマー１５の散布には、図６に示す如きポリマー散布装置を使用することがで
きる。ポリマー散布装置は、搬送中の連続体１１’の一面の上方において周方向に回転自
在に配置され、該一面上に吸水性ポリマー１５を散布する円筒状のロール６０を備えてい
る。ロール６０の周面には、吸水性ポリマー１５を収容可能な凹部６１が多数形成されて
いる。多数の凹部６１は、最終的に得られる吸収体１０における吸水性ポリマーの分布パ
ターン（図３参照）に対応したパターンで、ロール６０の周面に形成されている。吸水性
ポリマー１５は、回転しているロール６０の凹部６１内に一旦供給された後、連続体１１
’の一面上に転移される。
【００５２】
　吸水性ポリマー１５の散布後、必要に応じ、連続体１１’の一面上にある吸水性ポリマ
ー１５に水を散布する。連続体１１’に繊維シートの連続体１２’を重ね合わせる前まで
に、連続体１１’上に散布された吸水性ポリマー１５の含水率が１～５０質量％、特に５
～２０質量％となっていることが好ましい。このように、散布された吸水性ポリマーの含
水率を特定範囲に調整する理由は、吸水性ポリマーを膨潤させて吸水性ポリマーどうしに
適度な粘着性を発現させることで、吸水性ポリマーを所定位置に安置して繊維シート間に
固定させると共に、その後の押圧・乾燥工程においても吸水性ポリマー間に空隙が形成・
維持されるようにするためである。但し、吸水性ポリマーの含水率が高すぎると、過度の
膨潤により、乾燥後の吸水性ポリマーに吸収性能の低下をもたらすおそれがあることから
、含水率の上限は前記のように設定することが好ましい。
【００５３】
　次いで、乾燥状態の別の繊維シートの連続体１２’を、散布された吸水性ポリマー１５
を覆うように連続体１１’上に重ね合わせ、必要に応じ押圧して、吸収体の連続体１０’
を得る。連続体１１’上に吸水性ポリマー１５を散布してから連続体１２’を重ね合わせ
るまでの時間（重ね合わせた後に押圧する場合は、吸水性ポリマー１５を散布してから押
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圧するまでの時間）は、好ましくは１～１０秒、更に好ましくは２～５秒である。また、
押圧する場合、その押圧力は、好ましくは２．０～５．０ｋＰａ、更に好ましくは３．５
～４．５ｋＰａである。こうして得られた連続体１０’を所定形状に切断することにより
、吸収体１０が得られる。
【００５４】
　本発明に係る吸収体は、前記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱
しない範囲で適宜変更可能である。以下に、本発明に係る吸収体の他の実施形態について
図面を参照して説明する。後述する他の実施形態については、前述した実施形態と異なる
構成部分を主として説明し、同様の構成部分は同一の符号を付して説明を省略する。特に
説明しない構成部分は、前記実施形態についての説明が適宜適用される。
【００５５】
　本発明に係る吸収体における吸水性ポリマーの分布パターンは、図３に示す如き千鳥模
様の分布パターンに限定されず、例えば図７に示す如き縞模様の分布パターンとすること
ができる。図７に示す吸水性ポリマーの分布パターンは、吸収体１０の長手方向Ｘに延び
る帯状の吸水性ポリマー高濃度領域１３と、同じく長手方向Ｘに延びる帯状の吸水性ポリ
マー低濃度領域１４とが、幅方向Ｙに交互に配置されて形成されている。
【００５６】
　図８（ａ）～図８（ｃ）には、吸水性ポリマーの分布パターンの他の例が示されている
。図８（ａ）に示す吸水性ポリマーの分布パターンは、吸収体１０の長手方向Ｘに延びる
矩形形状の吸水性高濃度領域１３が、その長手方向を吸収体１０の長手方向Ｘに一致させ
て、吸収体１０の幅方向中央部に配置されて形成されている。
【００５７】
　図８（ｂ）に示す吸水性ポリマーの分布パターンは、複数の菱形形状の吸水性ポリマー
低濃度領域１４が千鳥状に配置され、隣接する領域１４，１４間に吸水性ポリマー高濃度
領域１３が配置されて形成されている。図８（ｂ）に示す分布パターンにおいて、領域１
３は、吸収体１０の長手方向Ｘ及び幅方向Ｙそれぞれと交差する方向に延びる帯状となっ
ており、菱形形状の領域１４は、該領域１３に包囲されている。
【００５８】
　図８（ｃ）に示す吸水性ポリマーの分布パターンは、吸水性ポリマー高濃度領域１３に
おける吸水性ポリマー濃度が、均一ではなく部分的に異なっている点以外は、図８（ｂ）
に示す吸水性ポリマーの分布パターンと同じである。図８（ｃ）に示す分布パターンにお
いて、互いに交差する帯状の吸水性ポリマー高濃度領域１３の重なり部１３Ａは、該領域
１３における該重なり部１３Ａ以外の他の部分に比して、吸水性ポリマーの濃度が高くな
っている。図８（ｃ）に示す分布パターンは、例えば、右斜め上方（又は左斜め上方）に
延びる帯状の領域１３を複数形成するように吸水性ポリマーを散布した後、左斜め上方（
又は右斜め上方）に延びる帯状の領域１３を複数形成するように吸水性ポリマーを散布す
ることで得られる。
【００５９】
　また、吸水性ポリマー高濃度領域と吸水性ポリマー低濃度領域とが存在するように吸水
性ポリマーを散布する方法としては、前述した特定パターンで散布が可能なポリマー散布
装置を用いる方法の他に、吸水性ポリマーが直接散布されるシートとして、表面に凹凸を
有する凹凸シートを用いる方法が挙げられる。前述したポリマー散布装置を用いる方法は
、実質的に凹凸の無い平坦なシートに対して、吸水性ポリマーの分布に濃淡がつくように
特定パターンで吸水性ポリマーを散布する方法であったが、凹凸シートを用いる方法にお
いては、吸水性ポリマーが直接散布されるシートの散布面に予め凹凸が特定パターンで形
成されているため、該散布面全域に吸水性ポリマーを均一に散布することにより、該凹凸
のパターンに対応した吸水性ポリマーの分布パターンが得られる。凹凸シートとしては湿
式抄紙法で得られる紙を用いることができ、そのような紙からなる凹凸シートは、湿式抄
紙で使用する抄紙網をパターン化したものを用いて常法に従って製造する方法、あるいは
実質的に凹凸の無い平坦な紙を抄造し、該紙にスチールマッチエンボス加工等を施す方法
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等によって得られる。
【００６０】
　また、本発明に係る吸収体は、前記吸収体１０の如き、「繊維集合体からなる複数の層
を積層してなる積層構造を備え、該積層構造における層間のうちの少なくとも１つの層間
に吸水性ポリマーが介在されている」ものに限定されず、前述した吸水性ポリマー高濃度
領域が存在していれば、吸水性ポリマーと繊維との混合積繊物（吸水性ポリマーと繊維と
が均一混合されたもの）であっても良い。
【００６１】
　図９には、吸水性ポリマーと繊維との混合積繊物からなる吸収体の製造方法の一例が示
されている。本製造方法は、繊維及び吸水性ポリマーを含む吸収体材料を飛散させて、回
転ドラム７１の周面７１ａ上に堆積させる工程を含んでいる。吸水性ポリマーと繊維との
混合積繊物からなる吸収体において、該繊維としては、繊維シート１１，１２に含有され
る繊維と同様のものを用いることができる。
【００６２】
　図１０には、回転ドラム７１の周面７１ａの一部が示されている。周面７１ａには、平
面視において四角形形状の凹部７２が多数形成されている。多数の凹部７２は、所定方向
に所定間隔を置いて配置されており、隣接する凹部７２，７２の間は凸部７３となってい
る。凸部７３は格子状に形成されている。回転ドラム７１の内部には、周面７１ａ上に堆
積した吸収体材料を該周面７１ａ上に保持させる、ブロア等の吸引手段（図示せず）が設
けられている。また、回転ドラム７１の近傍には、真空の作用等により、該回転ドラム７
１の周面７１ａに吸収体材料を高速で投入可能な投入機構（図示せず）が配されている。
投入機構としては、例えばスクリューフィーダーとその回転駆動装置により構成されたも
のが挙げられる。
【００６３】
　本製造方法においては、先ず、紙等からなる被覆シート（吸収体を被覆するシート）の
連続体７４を、周方向に回転する回転ドラム７１の周面７１ａ上に供給する。周面７１ａ
上に供給された連続体７４は、回転ドラム７１内の前記吸引手段により、周面７１ａの形
状に沿って変形した状態で保持される。尚、連続体７４を周面７１ａ上に供給する前に、
連続体７４における吸収体材料の堆積面（周面７１ａとの対向面とは反対側の面）に、塗
布装置７５によりホットメルト接着剤等の接着剤を塗布しておく。
【００６４】
　次いで、前記投入機構により、連続体７４の接着剤塗布面上に、繊維及び吸水性ポリマ
ーを含む吸収体材料を投入し、これを堆積させる。投入された吸収体材料は、連続体７４
で被覆された凹部７２内に入り込むと共に、連続体７４で被覆された凸部７３上に堆積す
る。連続体７４は最終的には吸収体材料によって完全に埋もれる。こうして、回転ドラム
７１の周面７１ａ上に、被覆シート７４の連続体を介して、吸水性ポリマーと繊維との混
合積繊物からなる吸収体３０の連続体が形成される。
【００６５】
　図１１には、吸収体３０の連続体の厚み方向に沿った断面が模式的に示されている。吸
収体３０の連続体においては、凸部７３に対応する部分３３は、凹部７２に対応する部分
３２に比して、凸部７３の厚みに相当する分だけ吸収体材料が少ないため、厚みの薄い肉
薄部３３となる。凹部７２に対応する部分３２は、肉薄部３３に比して厚みの大きい肉厚
部３２となる。吸収体３０の使用時において、肉厚部３２は、主として液吸収領域として
作用し、肉薄部３３は、主として圧力吸収領域として作用する。尚、前述した吸水性ポリ
マー高濃度領域（及び吸水性ポリマー低濃度領域）の形成は、回転ドラム７１に投入され
る吸収体材料に占める吸水性ポリマーの割合等の影響を受けるものであり、吸収体のある
領域が肉厚であるか肉薄であるかとは無関係である。従って、例えば、肉厚部３２及び肉
薄部３３の何れか一方が吸水性ポリマー高濃度領域となることもあるし、両方が吸水性ポ
リマー高濃度領域となることもある。
【００６６】
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　吸収体３０における吸水性ポリマーの分布は、例えば、図９に示す如き製造装置におい
て、吸水性ポリマー投入口（図示せず）から回転ドラム７１までの距離、該吸水性ポリマ
ー投入口と回転ドラム７１との間に設けられたダクト内の高さ、回転ドラム７１における
吸引圧等を適宜調整することにより、制御することができる。例えば、ダクト内下部側か
ら吸水性ポリマーを投入することにより、ダクト内において繊維と吸水性ポリマーの混合
比が変化し、ダクト下側がダクト上側よりも吸水性ポリマー濃度が高い混合状態となる。
結果として、この部分がパルプよりも早く回転ドラム７１上に積層されることになり、よ
り吸引力の強い凹部７２に吸水性ポリマーが多く存在するようになり、その結果、凹部７
２に対応する肉厚部３２が吸水性ポリマー高濃度領域となる。
【００６７】
　次いで、別の被覆シートの連続体７６の一面に塗布装置７５によりホットメルト接着剤
等の接着剤を塗布したものを、吸収体３０の連続体上に、その接着剤塗布面が該連続体と
対向するように重ね合わせて一体化し、これを所定形状に切断することにより、被覆シー
トで全体が被覆された、吸水性ポリマーと繊維との混合積繊物からなる吸収体３０が得ら
れる。吸収体３０によっても吸収体１０と同様の効果が奏される。
【００６８】
　本発明に係る吸収体は、前述した吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーに
囲まれた空隙等の作用により、厚みを薄くしても優れた液吸収能を有しており、そのため
薄型化が可能である。より具体的には、本発明に係る吸収体は、７ｇ／ｃｍ2荷重下にお
ける厚みが好ましくは０．２～５ｍｍ、更に好ましくは０．３～２．５ｍｍの薄型吸収体
とすることが可能である。特に、前述した吸収体１０の如き、「繊維集合体からなる複数
の層を積層してなる積層構造を備え、該積層構造における層間のうちの少なくとも１つの
層間に吸水性ポリマーが介在されている吸収体」は、薄型にしやすい吸収体である。
【００６９】
　本実施形態のナプキン１は、前述したように薄型化が可能な吸収体を備えていることに
より、薄型にすることが可能である。ナプキン１の厚みは、１～１０ｍｍ、特に１～７ｍ
ｍ、更に１．５～５．５ｍｍであることが、着用中の漏れを防ぎながらも違和感がなく、
携帯に便利であることから好ましい。ここでいうナプキンの厚みは、７ｇ／ｃｍ2荷重下
におけるナプキンの厚みを意味し、次の方法によって測定される。
【００７０】
＜厚みの測定方法＞
　測定対象の製品（ナプキン）の全体を、表面シート側を上にして平らな場所にシワや折
れ曲がりがないように載置し、吸収体が配されている領域の上面に、７ｇ／ｃｍ2の荷重
を掛け、その状態下での厚みを測定する。厚みの測定には、厚み計 PEACOCK DIAL UPRIGH
T GAUGES R5-C(OZAKI MFG.CO.LTD.製)を用いる。このとき、厚み計の先端部と製品との間
の測定部分にプレート（厚さ５ｍｍ程度のアクリル板）を配置して、荷重が７ｇ／ｃｍ2

となるようにプレートの大きさを調整する。プレートの形状は、円形又は正方形とする。
尚、測定は２３±２℃、湿度５０±５％で行い、測定の前に試料を同環境で２４時間以上
保存した上で測定する。
【００７１】
　また、本発明に係る吸収体は、乾燥状態及び湿潤状態の何れにおいても柔軟性が高い。
より具体的には、本発明に係る吸収体は、乾燥状態及び湿潤状態の何れにおいても、「長
手方向の曲げ剛性」及び「幅方向の曲げ剛性」の少なくとも一方が、好ましくは１０～５
０ｇ、更に好ましくは５～３０ｇである。吸収体の曲げ剛性は次のようにして測定される
。
【００７２】
＜曲げ剛性の測定方法＞
　曲げ剛性値はハンドルオ・メーターにより測定することができる。ハンドルオ・メータ
ーによる測定方法は日本工業規格「ＪＩＳ　Ｌ―１０９６（一般織物試験方法）」に準じ
る。幅３０ｍｍ溝を刻んだ支持台上に、長手方向に１５０ｍｍ、幅方向に１００ｍｍに切
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断した吸収体を、溝と直行する方向に配置する。吸収体の長手方向中央を厚み２ｍｍのブ
レードで押し、吸収体が８ｍｍ押し込まれる時の抵抗値（ｇ）をロードセルにて測定する
。測定装置としては、大栄科学精器製作所製、風合い試験機（ハンドルオ・メーター法）
ＨＯＭ―２型を用いることができる。測定は２３±２℃、湿度５０±５％で行い、測定の
前に吸収体を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。３点の平均値を、「乾燥状態
の長手方向の曲げ剛性」とする。
　また、長手方向に１００ｍｍ、幅方向に１５０ｍｍに切断した吸収体を９０°回転させ
て測定装置に配置した以外は前記と同様の手順で測定を行い、３点の平均値を、「乾燥状
態の幅方向の曲げ剛性」とする。
　また、吸収体が十分飽和に達する量の生理食塩水に該吸収体を３０分浸漬後、該吸収体
の表面をキムタオルで繰り返し押さえ、液戻りが無くなった状態で、前記と同様の手順で
長手方向及び幅方向それぞれについて測定を行い、それぞれの３点の平均値を、「湿潤状
態の長手方向の曲げ剛性」、「湿潤状態の幅方向の曲げ剛性」とする。
　前記何れの場合も、吸水性ポリマー高濃度領域に測定装置のブレードが当たるようにし
て測定する。また、長手方向、幅方向で、互いの個々の測定値が振れの範囲に入っている
場合は、長手方向、幅方向で剛性に異方性がないと判断し、すべての測定値の平均値を代
表値として用いる。
【００７３】
　以下に、本発明で用いられる吸水性ポリマーについて説明する。
　本発明で用いられる吸水性ポリマーの少なくとも一部は、下記測定方法で得られる膨潤
ゲルの安息角が４５°以下、好ましくは５～３０°である吸水性ポリマーであることが好
ましい。膨潤ゲルの安息角は、図１２に示すように、吸水性ポリマーの膨潤ゲル９０を水
平面９１ｂ上に落下させて堆積させた円錐９１の傾斜面９１ａと水平面９１ｂとのなす角
度であり、湿潤状態の吸水性ポリマーの流動性の指標となるものである。膨潤ゲルの安息
角の値が小さいほど、吸水性ポリマーの湿潤時の流動性が高いと判断できる。湿潤時の流
動性が高い吸水性ポリマーを用いることは、前述した吸水性ポリマー高濃度領域において
吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空隙を形成する上で有効である。膨潤ゲルの安息角は、
架橋による保持量、可溶化分、形状、表面処理等によって調整することができる。
【００７４】
＜膨潤ゲルの安息角の測定方法＞
　測定試料である吸水性ポリマー０．２ｇをガラスビーカー内に入れ、更に、該吸水性ポ
リマーを膨潤させるに十分な量の生理食塩水、具体的には、吸水性ポリマーの飽和吸収量
の５倍の生理食塩水をビーカー内に注ぎ、３０分間放置して膨潤ゲル９０を得る。そして
、図１２に示すように、得られた膨潤ゲル９０を、円筒形状で且つ軸方向の両端が開放端
となっている内径１５ｍｍのアクリル製の管９２中に充填し、この管９２を、管９２の軸
方向の下方の一端（開放端）が、下方に移動可能な水平面９１ｂを有するジャッキ（アズ
ワン株式会社製、ラボラトリージャッキ）の該水平面９１ｂ上と接触するように、ジャッ
キとは別体の固定具（図示せず）等で固定する。更に、管中の膨潤ゲル上に、重さ２０ｇ
の錘９３を載置し、その状態で５分間保持する。その後、ジャッキを操作して水平面９１
ｂを徐々に下降させていき、固定されている管９２と水平面９１ｂとの間を徐々に拡げな
がら、管９２内の全ての膨潤ゲル９０を、錘９３加重下に、水平面９１ｂ上に流出させ、
膨潤ゲル９０が堆積してなる円錐９１を得る。このとき、この荷重下では膨潤ゲルが流出
しない場合は、測定不能とする。この円錐９１の傾斜面９１ａと水平面９１ｂとのなす角
度を測定し、その測定値を膨潤ゲルの安息角とする。具体的には、円錐９１をその側面側
から写真撮影し、得られた円錐９１の写真に基づき、傾斜面９１ａを直線で近似し安息角
を求める。測定（写真撮影）は２３±２℃、湿度５０±５％で５点行い、最小値と最大値
を除いた３点の平均値を測定値（膨潤ゲルの安息角）とした。尚、吸水性ポリマーの秤量
の前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００７５】
　本発明の吸収性物品においては、含有されている吸水性ポリマーの少なくとも一部が、
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膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーであれば良く、吸収性物品（吸収体）に
含まれる全ての吸水性ポリマーが膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーである
必要は無く、本発明の吸収性物品は、膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーと
、他の１種以上の吸水性ポリマーとを含有していても良い。本発明に係る吸収体に含まれ
る全ての吸水性ポリマーに占める、膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーの割
合は、好ましくは３０質量％以上、更に好ましくは５０質量％以上、もっとも好ましくは
６０～１００質量％である。特に、前記吸水性ポリマー高濃度領域には、膨潤ゲルの安息
角が４５°以下の吸水性ポリマーを、好ましくは５０質量％以上、更に好ましくは７０～
１００質量％含ませることができるが、吸水性ポリマー高濃度領域に含まれる吸水性ポリ
マーは、全て膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーであることが特に好ましい
。
【００７６】
　膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーと他の吸水性ポリマーとを併用する場
合、例えば、一方向に長い形状の吸収体において、該吸収体の幅方向中央部の一部又は全
域に、膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマーを分布させ、該吸収体の両側部そ
れぞれの一部又は全域に、他の吸水性ポリマーを分布させることができる。このような２
種類の吸水性ポリマーの分布を採用することにより、例えば吸収性物品が生理用ナプキン
である場合には、製品中央部がすばやい液の吸収性と表面のドライ感を保ちながら、製品
側部はあえてゲルブロッキングを起こさせることで、吸収体内を排泄液が浸透し、製品端
部から漏れ出すのを防ぐ効果がある。さらに、吸水性ポリマーの異なる界面が屈曲点とな
り、フィット性が向上する効果がある。
【００７７】
　本発明で用いられる吸水性ポリマー（膨潤ゲルの安息角が４５°以下の吸水性ポリマー
を含む。以下、特に断らない限り同じ。）は、ＪＩＳ　Ｋ　７２２３に準拠した遠心保持
量が５～２５ｇ／ｇ、特に７～２０ｇ／ｇであることが好ましい。吸水性ポリマーの遠心
保持量は、吸水性ポリマーの吸水量（吸水倍率）に関連する特性であり、一般に、遠心保
持量の値が大きい吸水性ポリマーは、吸水量が大きい。しかし、遠心保持量の値が大きく
吸水量の大きい吸水性ポリマーは、液吸収による膨張率が大きく、また含水状態において
ゲル強度が低いため、このような吸水性ポリマーを吸収体の構成材料として使用すると、
前述した吸水性ポリマー高濃度領域において、吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空隙が形
成されないおそれがある。前記遠心保持量は次のようにして測定される。
【００７８】
＜遠心保持量の測定方法＞
　遠心保持量の測定は、ＪＩＳ　Ｋ　７２２３（１９９６）に準拠して行う。ナイロン製
の織布（メッシュ開き２５５、三力製作所販売、品名：ナイロン網、規格：２５０×メッ
シュ巾×３０ｍ）を幅１０ｃｍ、長さ４０ｃｍの長方形に切断して長手方向中央で二つ折
りにし、両端をヒートシールして幅１０ｃｍ（内寸９ｃｍ）、長さ２０ｃｍのナイロン袋
を作製する。測定試料である吸水性ポリマー１．００ｇを精秤し、作製したナイロン袋の
底部に均一になるように入れる。試料の入ったナイロン袋を、２５℃に調温した生理食塩
水（０．９質量％塩化ナトリウム水）に浸漬させる。浸漬開始から３０分後にナイロン袋
を生理食塩水から取り出し、１時間垂直状態に吊るして水切りした後、遠心脱水器（コク
サン（株）製、型式H－１３０C特型）を用いて脱水する。脱水条件は、１４３Ｇ（８００
ｒｐｍ）で１０分間とする。脱水後、試料の質量を測定し、次式に従って目的とする遠心
保持量を算出する。　遠心保持量（ｇ／ｇ）＝（ａ’－ｂ－ｃ）／ｃ　；式中、ａ’は遠
心脱水後の試料及びナイロン袋の総質量（ｇ）、ｂはナイロン袋の吸水前（乾燥時）の質
量（ｇ）、ｃは試料の吸水前（乾燥時）の質量（ｇ）を表す。測定は５回行い（ｎ＝５）
、上下各１点の値を削除し、残る３点の平均値を測定値とした。尚、測定は２３±２℃、
湿度５０±５％で行い、測定の前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００７９】
　前記遠心保持量が５～２５ｇ／ｇである吸水性ポリマーを含んで構成される吸収体は、
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含水状態においてゲル強度が高く、そのため、該吸収体の製造工程において、吸水性ポリ
マーを押圧し若しくは加熱・圧縮した場合、又は高濃度で吸水性ポリマーを混合した場合
、又は吸水性ポリマーを層状に配した場合であっても、吸水性ポリマーの粒子どうしが完
全に粘着してしまうおそれが少なく、前述した吸水性ポリマー高濃度領域において、吸水
性ポリマーの粒子で囲まれた空隙を有する構造をとり得る。
【００８０】
　これに対し、従来のこの種の吸収体の多くは、高い液吸収能を発現させるために、吸収
体に含有される吸水性ポリマーの最大吸収量を高める方法をとっており、そのため、従来
の吸収体中に含まれる吸水性ポリマーの前記遠心保持量は、通常２０ｇ／ｇを超える。こ
のような吸収量の高い吸水性ポリマーは、特に含水状態におけるゲル強度が低く、また、
膨潤した該吸水性ポリマーの表面が水で可塑化されやすいため、吸収体の製造工程におい
て前述した押圧等の処理を行うと、吸水性ポリマーの粒子どうしが略完全に粘着してしま
い、多数の吸水性ポリマーの粒子によって形成される吸水性ポリマー層が、空隙を含まな
い板状様となってしまう。このような板状様の吸水性ポリマー層は、特に血液のような粘
性の高い液を吸収し難く、該吸水性ポリマー層で完全に液がブロックされ、液の取り込み
性が極端に低下する懸念がある。
【００８１】
　吸水性ポリマーの遠心保持量の調整は、例えば、吸水性ポリマーの表面架橋度を調整す
ることによって行うことができる。一般に、吸水性ポリマーの表面架橋度が高くなる（表
面架橋処理が進む）と、遠心保持量（吸水倍率）は低くなる傾向がある。具体的には例え
ば、従来の方法によって製造された表面架橋処理済みの吸水性ポリマーに対して、再度表
面架橋処理（後架橋処理）を施すことにより、遠心保持量を前記範囲に調整することが可
能である。また、表面架橋処理の有無にかかわらず、吸水性ポリマー全体の架橋度を高め
ることでも遠心保持量は調整可能である。尚、本発明で好ましく用いられる吸水性ポリマ
ーの架橋度（表面架橋度あるいは吸水性ポリマー全体の架橋度）は、通常の吸水性ポリマ
ーの架橋度と比べても高いレベルにあり、このような高架橋度を実現するためには、架橋
剤の量を増やしたり、反応温度を高める、あるいは反応時間を長く取るなどの方法をとる
ことが好ましい。
【００８２】
　また、本発明で用いられる吸水性ポリマーは、かさ比重が０．５～０．８ｇ／ｃｍ3、
特に０．５５～０．７ｇ／ｃｍ3であることが好ましい。かさ比重は、吸水性ポリマーの
粒子の形状の指標となるものであり、延いては、吸水速度の制御、繰り返し吸水性の維持
等の吸水性ポリマーの諸特性の指標として役立つ。かさ比重が小さすぎると、吸水性ポリ
マーの粒子表面の凹凸が顕著になるものの、例えば吸収体の製造工程における加圧処理等
によって、該凹凸が潰されて平坦化されやすくなるため、最終的に得られる吸収体におけ
る前述した吸水性ポリマー高濃度領域に、前述した吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空隙
が形成され難くなるおそれがある。一方、かさ比重が大きすぎると、吸水性ポリマーの粒
子表面の凹凸が少なくなると共に、最密充填しやすくなるため、斯かる空隙が形成され難
くなるおそれがある。かさ比重が前記範囲にある吸水性ポリマーは、その粒子の表面に適
度な高さの凹凸が形成されており、そのため、該吸水性ポリマーを密集させて前述した吸
水性ポリマー高濃度領域を形成した場合、該領域に、吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空
隙が形成されやすい。かさ比重は、吸水性ポリマーの架橋反応において使用する溶媒のｓ
ｐ値、重合温度、架橋剤の滴下時間（架橋の速度と分布）、分散剤の種類と量等によって
調整することができる。かさ比重は次のようにして測定される。
【００８３】
＜かさ比重の測定方法＞
　ＪＩＳ　Ｋ６２１９－２　２００５に準じてかさ比重の測定を行った。測定対象の吸水
性ポリマーを、質量及び体積既知の円筒容器（直径１００ｍｍのステンレス製容器、容量
１０００ｍｌ）の中心部へ該容器の下端から５０ｍｍ以下の高さから注ぎ込んだ。このと
き、注ぎ込まれた吸水性ポリマーが円筒容器の上端よりも上方で三角錐を形成するように
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、十分な量の吸水性ポリマーを円筒容器内に注ぎ込んだ。そして、へらを用いて円筒容器
の上端よりも上方にある余剰の吸水性ポリマーを払い落とし、この状態で該容器の質量を
測定し、その測定値から容器の質量を差し引くことで、吸水性ポリマーの質量を求め、こ
れを容器の体積で除して、目的とするかさ比重を算出した。尚、測定は２３±２℃、湿度
５０±５％で行い、測定の前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００８４】
　また、本発明で用いられる吸水性ポリマーは、ＤＷ法による吸水速度が２～２０ｍｌ／
０．３ｇ・３０秒、特に４～１５ｍｌ／０．３ｇ・３０秒であることが好ましい。ＤＷ法
による吸水速度は、吸水性ポリマーが液を吸い上げて吸収する挙動、あるいは隣り合う吸
水性ポリマーの粒子の間隙に液を取り込む挙動を表現するもので、製造時及び液吸収後の
吸収体の保形性、特に液吸収後の吸収体の保形性の指標として役立つ。吸水性ポリマーの
ＤＷ法による吸水速度が速すぎる（ＤＷ法による吸水速度の値が大きすぎる）と、吸収体
内の含水率が高くなりすぎてしまい、その結果、吸収体の製造時に乾燥不良を起こしやす
くなると共に、前述したポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空
隙が形成されないおそれがある。一方、吸水性ポリマーのＤＷ法による吸水速度が遅すぎ
る（ＤＷ法による吸水速度の値が小さすぎる）と、吸水性ポリマーの粘着性が十分に働か
ず、層間接着力が十分得られず、加工ラインあるいは液吸収後の着用者の動きによって吸
収体が層間剥離を起こし、吸水性ポリマーが吸収体の外に漏れ出るおそれがある。ＤＷ法
による吸水速度は、吸水性ポリマーの形状、粒径、かさ比重、架橋度等によって調整する
ことができる。ＤＷ法による吸水速度は次のようにして測定される。
【００８５】
＜ＤＷ法による吸水速度の測定方法＞
　ＤＷ法による吸水速度は、ＤＷ法を実施する装置として一般的に知られている装置(Dem
and Wettability Tester)を用いて測定される。具体的には、該装置において生理食塩水
の液面をポリマー散布台〔７０ｍｍφ、No.2濾紙をガラスフィルターNo.1上に置いた台〕
の表面と等水位にセットし、該ポリマー散布台の表面上に測定対象の吸水性ポリマーを０
．３ｇ散布する。吸水性ポリマーを散布した時点の吸水量を０とし、３０秒後の吸水量を
測定する。この吸水量は、生理食塩水の水位の低下量を示すビュレットの目盛りで測定さ
れる。得られた吸水量の値をＤＷ法による吸水速度とする。尚、測定は２３±２℃、湿度
５０±５％で行い、測定の前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００８６】
　また、本発明で用いられる吸水性ポリマーは、２．０ｋＰａでの加圧下通液速度が１５
０ｍｌ／分以上、特に２００～２０００ｍｌ／分、とりわけ２５０～１５００ｍｌ／分で
あることが好ましい。ここで、２．０ｋＰａという荷重は、吸収性物品を着用していると
きに吸収体に加わる圧力にほぼ相当する。加圧下通液速度は、吸収体中の液の拡散・透過
速度の指標として役立つ。即ち、生理用ナプキンや使い捨ておむつ等の吸収性物品におい
て、尿や経血等の排泄液は、肌当接面を形成する表面シートを通して、その下方に位置す
る吸収体内に取り込まれ、該吸収体内において、例えばパルプ等の繊維材料が形作る空間
に一旦保持され、その後、該吸収体内の吸水性ポリマーによって固定されるという吸収メ
カニズムによって吸収保持されるところ、吸収性物品における排泄液の吸収速度は、主と
して、「吸水性ポリマーが液を固定する速度」及び「吸収体中の液の拡散・透過速度」に
依存することになる。この「吸水性ポリマーが液を固定する速度」は、前記ＤＷ法による
吸水速度によって評価することができ、「吸収体中の液の拡散・透過速度」は、加圧下通
液速度によって評価することができる。加圧下通液速度が遅い（加圧下通液速度の値が小
さい）吸水性ポリマーは、特に液の繰り返し吸収において、ゲルブロッキングによる吸収
体中での液の拡散阻害が起こりやすいため、仮に、該吸水性ポリマー自身の液を固定する
速度（ＤＷ法による吸水速度）が十分に速かったとしても、該吸水性ポリマーを用いた吸
収性物品における液の吸収速度は十分ではなく、遅くなるおそれがある。加圧下通液速度
は、架橋の強さ（内部架橋、及び必要に応じて表面架橋）、形状、表面処理等によって調
整することができる。
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【００８７】
　前記加圧下通液速度は、特開２００３－２３５８８９号公報に記載されている測定方法
及び測定装置を利用して測定される。具体的には以下の手順で２．０ｋＰａでの加圧下通
液速度を測定する。下記測定は２３±２℃、相対湿度５０±５％で行い、測定の前に試料
を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００８８】
＜加圧下通液速度の測定方法＞
　１００ｍＬのガラスビーカーに、測定試料である吸水性ポリマー０．３２±０．００５
ｇを膨潤するに十分な量の生理食塩水（０．９質量％塩化ナトリウム水）、例えば吸水性
ポリマーの飽和吸収量の５倍以上の生理食塩水に浸して３０分間放置する。別途、垂直に
立てた円筒（内径２５．４ｍｍ）の開口部の下端に、金網（目開き１５０μｍ、株式会社
三商販売のバイオカラム焼結ステンレスフィルター３０ＳＵＳ）と、コック（内径２ｍｍ
）付き細管（内径４ｍｍ、長さ８ｃｍ）とが備えられた濾過円筒管を用意し、コックを閉
鎖した状態で該円筒管内に、膨潤した測定試料を含む前記ビーカーの内容物全てを投入す
る。次いで、目開きが１５０μｍで直径が２５ｍｍである金網を先端に備えた直径２ｍｍ
の円柱棒を濾過円筒管内に挿入して、該金網と測定試料とが接するようにし、更に測定試
料に２．０ｋＰａの荷重が加わるようおもりを載せる。この状態で１分間放置した後、コ
ックを開いて液を流し、濾過円筒管内の液面が６０ｍＬの目盛り線から４０ｍＬの目盛り
線に達する（つまり２０ｍＬの液が通過する）までの時間（Ｔ1）（秒）を計測する。計
測された時間Ｔ1（秒）を用い、次式から２．０ｋＰａでの通液速度を算出する。尚、式
中、Ｔ0（秒）は、濾過円筒管内に測定試料を入れないで、生理食塩水２０ｍｌが金網を
通過するのに要する時間を計測した値である。　通液速度（ｍｌ／分）＝２０×６０／（
Ｔ1－Ｔ0）　前記式で得られた値を円筒内の膨潤した吸水性ポリマー層の厚みで除して、
２０ｍｍあたりの値に換算して加圧下通液速度とする。測定は５回行い（ｎ＝５）、上下
各１点の値を削除し、残る３点の平均値を測定値とした。尚、加圧下通液速度の更に詳細
な測定方法は、特開２００３－２３５８８９号公報の段落〔０００８〕及び段落〔０００
９〕に記載されており、また測定装置は、同公報の図１及び図２に記載されている。
【００８９】
　また、本発明で用いられる吸水性ポリマーの粒子は、平均粒径が２００～６００μｍ、
特に２５０～４５０μｍ、とりわけ２５０～４００μｍであることが好ましい。平均粒径
が斯かる範囲にある吸水性ポリマーの粒子を用いることは、前述したポリマー高濃度領域
において吸水性ポリマーの粒子で囲まれた空隙を形成する上で有効である。
【００９０】
　また、吸収体に含有される全ての吸水性ポリマーのうち、粒径２５０μｍ未満の吸水性
ポリマーの含有量が２０質量％未満、特に１５質量％未満であると、長時間の着用時にお
いて液の吸収時間が短くなると共に、漏れが生じにくくなるため好ましい。また、粒径２
５０μｍ未満の吸水性ポリマーの含有量が前記範囲にあることに加えて、更に、粒径１５
０μｍ未満の吸水性ポリマーの含有量が５質量％未満、特に３質量％未満であると、前記
効果がより確実に奏されるようになるので好ましい。
【００９１】
　前記の「平均粒径」並びに「粒径２５０μｍ未満の吸水性ポリマーの含有量」及び「粒
径１５０μｍ未満の吸水性ポリマーの含有量」は、それぞれ下記＜粒径分布の測定方法＞
によって測定される。尚、下記測定方法から明らかなように、ここでいう、「粒径２５０
μｍ未満あるいは１５０μｍ未満の吸水性ポリマー」は、球状あるいは球状に近い粒状の
形状を有する吸水性ポリマーに限定されるものではなく、吸水性ポリマーの形状は問わな
い。
【００９２】
＜粒径分布の測定方法＞
　吸収体（吸収性物品）に含有されている全ての吸水性ポリマー５０ｇを、ＪＩＳ　Ｚ　
８８０１で規定された目開き８５０、６００、５００、３５５、３００、２５０、１５０
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の標準篩（例えば東京スクリーン社製の標準篩）及び受け皿を用いて、振とう機（例えば
レッチェ社製、ＡＳ２００型）を用いて篩分けする。振とう条件５０Ｈｚ、振幅０．５ｍ
ｍ、振とう時間１０分間とする。測定は３回行い、平均値をふるい上質量とした。得られ
た各ふるい上質量を５０で除して相対頻度を求め、粒度累積曲線を描いた。累積曲線の中
央累積値（５０％）に相当する粒子径を平均粒径とした。篩い分け作業後、「粒径２５０
μｍ以上の吸水性ポリマー」は目開き２５０の篩上に、「粒径２５０μｍ未満の吸水性ポ
リマー」は、目開き２５０の篩下、つまり、目開き１５０の篩上及びその下の受け皿上に
、「粒径１５０μｍ未満の吸水性ポリマー」は目開き１５０の篩を通過して受け皿上にあ
るものをそれぞれ意味する。篩い分けは３回行い、３回の平均値を各篩上の質量とした。
得られた各篩上の質量を総質量に対する質量百分率として計算し、各粒径の存在比率を算
出した。尚、測定は２３±２℃、湿度５０±５％で行い、測定の前に試料を同環境で２４
時間以上保存した上で測定する。
【００９３】
　本発明で用いられる吸水性ポリマーは、その中和度が好ましくは７５モル％未満である
。特に吸水性ポリマーがアクリル酸架橋重合体である場合、その中和度は３０％以上且つ
７５モル％未満、とりわけ５０％以上且つ７５モル％未満であることが好ましい。吸水性
ポリマーの中和度が７５モル％未満であると、該吸水性ポリマーに接した排泄液のｐＨが
弱酸性となり、更に、該吸水性ポリマーが有する、尿の分解によって発生するアンモニア
その他塩基性成分に対する高い中和能力によって、ナプキン内が弱酸性域ないし中性域（
概ねｐＨ５～８未満）に保たれるため、万一液戻りが生じて排泄液が肌に付着した場合で
も、肌への刺激が少なくなる。また、このような、吸水性ポリマーの中和能力によって、
尿臭や腐敗臭の発生を抑制することができる。
【００９４】
　また、吸水性ポリマーの中和度が７５モル％未満であると、排泄液やナプキン内の中和
に用いられるカウンターイオン（例えばナトリウムやカリウム等）が過剰になることが抑
制されるため、過剰のカウンターイオンに起因する、吸水性ポリマーのイオン凝集による
膨潤阻害が起こりにくくなる。また、吸水速度の向上やかさ密度の制御のためには、吸水
性ポリマー粒子の形状や粒径を制御しやすい逆相懸濁重合法より好適に用いられる。その
際中和度が低いと、反応場である有機溶媒／水／界面活性剤混合溶液中にアクリル酸モノ
マーが分散しやすく、生産性が向上するとともに物性の安定化が図れる。中和度は次のよ
うにして測定される。
【００９５】
＜中和度の測定方法＞
　初めに、吸水性ポリマーの主鎖ポリマーの中和滴定曲線を作成する。例えば、吸水性ポ
リマーがアクリル酸架橋重合体である場合、該吸水性ポリマーの主鎖ポリマーはポリアク
リル酸である。以下に、吸水性ポリマーがアクリル酸架橋重合体である場合を例にとって
説明する。ポリアクリル酸（和光純薬工業、平均分子量２５万）のイオン交換水溶液に対
して、水酸化ナトリウム溶液を適宜滴下し、ｐＨメーターを用いて該溶液のｐＨを測定し
た。この時、ポリアクリル酸の分子量と添加した水酸化ナトリウムのモル数とから中和度
を算出し、横軸に中和度、縦軸にｐＨをプロットし、中和滴定曲線を描いた。中和度は５
０～１００％の範囲で行った。ｐＨメーターには、堀場ｐＨイオンメーターＤ５３、電極
型式６５８３を用いた。次に、吸水性ポリマー０．１ｇをイオン交換水２０ｍｌ中に投入
し、１０分攪拌後にこの攪拌した溶媒のｐＨを測定し、得られたｐＨの値から、前記中和
滴定曲線を用いて目的とする中和度を算出した。尚、測定は２３±２℃、湿度５０±５％
で行い、測定の前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。
【００９６】
　尚、中和度の測定に関し、前記方法に代えて、吸水性ポリマー中のナトリウム量を元素
分析により定量し、下記の理論構造式（１）（アクリル酸系の吸水性ポリマーに適用され
る理論構造式）に基づいて目的とする中和度を算出しても良い。また、前記方法に代えて
、ＪＩＳ　Ｋ０１１３－１９９７に準拠する方法によって測定した値から、目的とする中
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和度を算出しても良い。ＪＩＳ　Ｋ０１１３－１９９７に準拠する方法は、０．１規定水
酸化カリウム水溶液を滴定液として使用して電位差滴定を行い、変曲点法によって終点を
決定する方法である。
【００９７】
【数１】

【００９８】
　吸水性ポリマーの中和度の調整は、例えば、吸水性ポリマーを塩基性化合物で中和処理
することによって行うことができる。中和処理は、従来公知の吸水性ポリマーの中和処理
と同様の手順で行うことができるが、本発明で好ましく用いられる吸水性ポリマーは、カ
ルボキシ基及び／又はカルボキシレート基を有し且つ表面架橋処理された吸水性ポリマー
に、更に表面架橋処理及び中和処理を順次施して製造されたものである。中和処理の方法
としては、例えば、吸水性ポリマーに所定量の塩基性化合物を溶解した水溶液を添加する
方法；吸水性ポリマーと所定量の粉末状の塩基性化合物とを混合し更に水を添加する方法
等が挙げられる。中和処理で用いる塩基性化合物としては、例えば、炭酸水素ナトリウム
、炭酸ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸カリウム等の水溶性炭酸化合物；水酸化ナト
リウム、水酸化カリウム、水ガラス等の水溶性水酸化化合物が挙げられる。
【００９９】
　本発明で用いられる吸水性ポリマーは、前述した諸物性の全てがそれぞれ前記特定範囲
にあることが好ましいが、吸水性ポリマー高濃度領域において吸水性ポリマー間に空隙を
形成し、吸収体への素早い液の取り込み性を発現する観点から、膨潤ゲルの安息角が４５
°以下であることに加えて、少なくとも２．０ｋＰａでの加圧下通液速度が１５０ｍｌ／
分以上、特に２００～２０００ｍｌ／分、とりわけ２５０～１５００ｍｌ／分であること
が好ましい。
【０１００】
　本発明で用いられる吸水性ポリマーは、例えば、次の１）及び２）の製造方法によって
得られる。
　１）（メタ）アクリル酸及び／又はそのアルカリ金属塩を含むモノマーを重合してポリ
マーを得、該ポリマーを架橋剤により架橋処理する方法。
　２）（メタ）アクリル酸及び／又はそのアルカリ金属塩を含むモノマーを、架橋剤の存
在下で重合する方法。
【０１０１】
　前記１）及び２）の製造方法は、公知のポリアクリル酸系吸水性ポリマーの製造方法を
利用して行うことができる。この公知の製造方法としては、例えば、（i）特許第２７２
１６５８号公報に記載の陰イオン界面活性剤を分散剤として用いた逆相懸濁重合重合法、
（ii）特開２００３－２３５８８９号公報に記載の水溶液重合法が挙げられる。
【０１０２】
　前記１）の製造方法において、（メタ）アクリル酸及び／又はそのアルカリ金属塩を含
むモノマーを重合してポリマーを得る工程で架橋剤を用いても良く、また、前記２）の製
造方法において、（メタ）アクリル酸及び／又はそのアルカリ金属塩を含むモノマーを架
橋剤の存在下で重合した後、該重合で得られたポリマーを更に架橋剤により架橋処理して
も良い。即ち、前記１）及び２）の製造方法においては、２回以上の架橋処理を行っても
良い。
【０１０３】
　前記１）の製造方法で調製する（メタ）アクリル酸及び／又はそのアルカリ金属塩を含
むモノマーの重合体は、血液吸収性の制御、安全性、製造コスト等の観点から、（メタ）
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アクリル酸の単独重合体、その共重合体、又はそれらの架橋物である。（メタ）アクリル
酸の単独重合体としては、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸が挙げられ、（メタ）アク
リル酸の共重合体としては、アクリル酸又はメタクリル酸に、マレイン酸、イタコン酸、
アクリルアミド、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２－（メタ）ア
クリロイルエタンスルホン酸、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、又はスチレ
ンスルホン酸等のコモノマーを共重合せしめた共重合体、デンプン－アクリル酸グラフト
共重合体等が挙げられる。該共重合体のコモノマー量は、血液吸収性能を低下させない範
囲とすることが好ましい。また、（メタ）アクリル酸のアルカリ金属塩としては、ポリア
クリル酸やポリメタクリル酸等のナトリウム塩が好ましい。
【０１０４】
　これらの中では、（メタ）アクリル酸又はそのアルカリ金属塩の単独重合体又は共重合
体の架橋物、デンプン－アクリル酸グラフト共重合体架橋物が好ましく、アクリル酸又は
アクリル酸アルカリ金属塩の単独重合体の架橋物がより好ましい。これらのポリマーは、
アクリル酸単量体単位を通常５０モル％以上、好ましくは６０モル％以上、より好ましく
は７０モル％以上、更に好ましくは８０モル％以上含み、水には実質的に不溶であるが、
高度の膨潤性を有する重合体である。
【０１０５】
　前記１）及び２）の製造方法で用いられる架橋剤としては、分子中に２個以上の重合性
不飽和基、又は分子中に２個以上のカルボキシ基及び／又はカルボキシレート基と反応し
うる反応性基を有する化合物であればよく、例えば、分子中に２以上の水酸基を有する化
合物、２以上の重合可能な二重結合を有する化合物、２以上のエポキシ基を有する化合物
等が挙げられる。
【０１０６】
　前記「分子中に２以上の水酸基を有する化合物」としては、エチレングリコール、ジエ
チレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、グリセリン、ポ
リグリセリン、プロピレングリコール、ジエタノールアミ ン、ポリオキシプロピレン、
ソルビタン脂肪酸エステル、トリメチロールプロパン、ペンタエリトリット、１，３－プ
ロパンジオール、ソルビトール等が挙げられる。
【０１０７】
　前記「分子中に２以上の重合可能な二重結合を有する化合物」としては、ビス（メタ）
アクリルアミド、アリル（メタ）アクリルアミド、ポリオールによる（メタ）アクリル酸
のジ－又はポリエステル（例えばジエチレングリコールジアクリレート、トリメチロール
プロパントリアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート等）、Ｃ1－Ｃ10多
価アルコールとヒドロキシル基につき２～８個のＣ2－Ｃ4アルキレンオキシドとの反応か
ら誘導される、ポリオールによる不飽和モノ－又はポリカルボン酸のジ－又はポリエステ
ル（例えばエトキシル化トリメチロールプロパントリアクリレート等）等が挙げられる。
【０１０８】
　前記「分子中に２以上のエポキシ基を有する化合物」としては、エチレングリコールジ
グリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレング
リコールジグリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、グリセロールポリ
グリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパ
ンポリグリシジルエーテル、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトー
ルポリグリシジルエーテル、レゾルシノールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコ
ールジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＡ型ジグリシジルエーテル等のポリグリ
シジルエーテルが挙げられる。
【０１０９】
　これらの架橋剤の中では、分子中に２以上の重合可能な二重結合を有する化合物、及び
２以上のエポキシ基を有する化合物が好ましく、分子中に２以上のエポキシ基を有する化
合物がより好ましく、具体的にはエチレングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロ
ールプロパンポリグリシジルエーテルが特に好ましい。
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【０１１０】
　前記１）及び２）の製造方法において、架橋剤の使用量は、〔架橋剤／モノマー〕の質
量比で０．１５／１００～４０／１００であり、０．２／１００～３０／１００が好まし
く、０．３／１００～２０／１００がより好ましい。
【０１１１】
［表面シート］
　本実施形態のナプキン１が備えている表面シート２は、図１３に示すように、単層構造
の不織布（立体賦形不織布）からなる。表面シート２０はその一面２ｂがほぼ平坦となっ
ており、他面２ａが多数の凹部２０及び凸部２３を有する凹凸形状となっている。他面２
ａは、ナプキン１の肌当接面を形成する面である。凸部２３は凹部２０間に位置している
。凸部２３内は、表面シート２０の構成繊維で満たされている。
【０１１２】
　凹部２０は、構成繊維が圧着又は接着されている接合部として、線状のエンボス２１を
有している。ここで、繊維を圧着する手段としては、熱を伴うか又は伴わないエンボス加
工、超音波エンボス加工などが挙げられる。一方、繊維を接着する手段としてはホットメ
ルトや各種接着剤による結合が挙げられる。本実施形態に係る表面シート２における線状
のエンボス２１は、カード法によって形成した繊維ウエブに熱エンボス加工を施して形成
されている。線状のエンボス２１においては、表面シート２又はそれを構成する不織布の
構成繊維である熱融着性繊維が熱融着により一体化している。線状のエンボス２１におけ
る熱融着性繊維は、熱融着成分が溶融して繊維の形態を維持していない。
【０１１３】
　また、前記線状とは、接合部（エンボス）の形状が平面視において直線に限られず、曲
線を含み、各線は、連続線及び破線の何れであっても良く、円形、十字等の点が間欠的に
形成されていても良い。間欠的にとは、点状の接合部の隣り合う間隔が５ｍｍ以上離れて
いることをいう。また、図１３に示す形態のように、接合部（線状のエンボス２１）によ
って囲まれた領域を形成しなくても良い。
【０１１４】
　線状のエンボス２１は、図１３に示すように格子状に形成されている。より具体的に説
明すると、表面シート２は、図１４に示すように、線状のエンボス２１として、互いに平
行に且つ所定の間隔で形成された多数本の第１線状のエンボス２１ａと、互いに平行に且
つ所定の間隔で形成された多数本の第２線状のエンボス２１ｂとを有しており、第１線状
のエンボス２１ａと第２線状のエンボス２１ｂとが角度αをなして互いに交差している。
第１線状のエンボス２１ａの幅Ｗ１と第２線状のエンボス２１ｂの幅は同じであり、第１
線状のエンボス２１ａどうし間の間隔Ｗ２と第２線状のエンボス２１ｂどうし間の間隔も
同じである。
【０１１５】
　第１及び第２線状のエンボス２１ａ，２１ｂの幅Ｗ１（一方のみ図示）は、該線状のエ
ンボスにおいて繊維を確実に固定するために０．１～１．５ｍｍ、特に０．３～０．９ｍ
ｍであることが好ましく、第１線状のエンボス２１ａどうし間の間隔Ｗ２及び第２線状の
エンボス２１ｂどうし間の間隔は、後述する繊維並列起立部を形成しやすいように２～１
４ｍｍ、特に２～８ｍｍであることが好ましい。Ｗ１及びＷ２は、線に対して直行する方
向に計測される。線の幅は交点部分から変化があっても良いが、Ｗ１は交点と交点の中点
で計測される。Ｗ２は区画領域２２の対辺同士を結ぶ線で計測される。
【０１１６】
　尚、図１３及び図１４中のＸ方向は、表面シート製造時におけるシートの流れ方向（Ｍ
Ｄ）と同方向であり、ナプキン１の長手方向Ｘ（図１参照）とも同方向である。また、図
１２及び図１３中のＹ方向は、表面シート製造時におけるシートの流れ方向に直交する方
向（ＣＤ）と同方向であり、ナプキン１の幅方向Ｙ（図１参照）とも同方向である。
【０１１７】
　線状のエンボス２１は、前述したように格子状に形成されているため、表面シート２に
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は、該線状のエンボス２１によって区画化された区画領域２２，２２・・が形成されてい
る。個々の区画領域２２は、それぞれ周囲を線状のエンボス２１に囲まれた領域であり、
平面視において菱形形状である。各区画領域２２の中央部は、該区画領域２２を囲む凹部
２０に対して相対的に隆起して凸部２３となっている。
【０１１８】
　このように、凹部２０（線状のエンボス２１）と凸部２３とが、表面シート２０の一方
向及び該一方向と直交する方向それぞれにおいて交互に配置されていることで、ナプキン
１の着用者の肌との接触面積が低減して蒸れやかぶれが効果的に防止される。また、凸部
２３（区画領域２２）が、凹部２０（線状のエンボス２１）によって包囲され、平面視に
おいて閉じた形状をしていることにより、凸部２３が凹部２０によって包囲されていない
場合に比して、凸部２３における構成繊維が表面シート２の厚み方向に向かって伸張しや
すくなるため凸部２３の厚みが増し、これにより、１）液が素早く透過し、且つ、液残り
が少なく、表面シート２の肌との接触面積が減少する、２）凸部２３が規則正しいパター
ンで形成されるため、視覚的な印象が良好となる、等の効果が奏される。
【０１１９】
　本実施形態に係る表面シート２においては、図１５に示すように、凹部２０における接
合部の近傍、即ち線状のエンボス２１の際（きわ）（接合部と該接合部に隣接する非接合
部との境界）に、構成繊維が該エンボス２１を起点として該エンボス２１から離れる方向
に並列に並んで立ち上がる繊維並列起立部２４が形成されている。繊維並列起立部２４は
、線状のエンボス２１の際に隣接する非接合部（非エンボス領域）であり、第１線状のエ
ンボス２１ａ及び第２線状のエンボス２１ｂそれぞれに隣接して形成されている。
【０１２０】
　より具体的に説明すると、繊維並列起立部２４の繊維２５は、図１５に示すように、線
状のエンボス２１から、ナプキン１の着用者の肌に近づく方向に向かって立ち上がるよう
に配されており、また、図１６に示すように、表面シート２の平面視において線状のエン
ボス２１が延びる方向Ｐに並列に並んだ状態に配されている。
【０１２１】
　繊維並列起立部２４は、肌当接面２ａ側の表面を構成する繊維に沿って測定した長さＬ
（図１５及び図１６参照）が、０．５～４．０ｍｍであることが好ましく、より好ましく
は０．５～２．０ｍｍ、更に好ましくは０．５～１．０ｍｍである。また、第１又は第２
線状のエンボス２１ａ，２１ｂに隣接して形成された繊維並列起立部２４は、区画領域２
２の周囲に、その全周に亘って形成されている場合を１００％として、７０％以上、特に
４０％以上の範囲に形成されていることが好ましい。
【０１２２】
　図１５に示す如き断面視、即ち、線状のエンボス２１（即ち構成繊維が圧着又は接着さ
れている接合部）と該エンボス２１に隣接する非接合部（即ち繊維並列起立部２４）との
境界（即ち線状のエンボス２１の際）と直交する方向（図１６の方向Ｑ）に沿った断面視
において、繊維並列起立部２４における隣接する繊維２５間の距離ｒは、該線状のエンボ
ス２１に向かうに従って漸減している。即ち、図１５に示す如き断面視において、繊維並
列起立部２４における上下に並列に並んだ繊維２５間にはストロー状の空間が形成されて
おり、該空間は、線状のエンボス２１に向かうに従って先細りの形状をしている。繊維並
列起立部２４において、繊維間距離ｒは、好ましくは５～２５０μｍ、更に好ましくは４
０～２００μｍである。繊維間距離ｒは、線状のエンボス２１又はその近傍において略０
μｍである。繊維間距離ｒは次のようにして測定される。尚、全ての繊維の成す空間が先
細りの形状をなす必要はなく、空間数の３０％以上、より好ましくは５０％以上が先細り
の形状を成すことが好ましい。
【０１２３】
＜繊維間距離の測定方法＞
　初めに、第１線状のエンボス線２１ａと角度αをなす方向に、即ち第２線状のエンボス
２１ｂに平行となる方向に、表面シートを切断する。得られた断面をマイクロスコープ（
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キーエンス、ＶＨ－８０００）を用いて撮影する。深度方向に沈み込んでいる繊維がある
場合は、前記装置を用いて３Ｄ撮影し平面に投影する。次に、エンボス線２１を基点に各
繊維に漸近する直線を引き、表面シートの非肌当接面とのなす角度を基準線として、該基
準線上で繊維並列起立部２４の長さＬの点に垂線を下ろしたとき、該垂線と前記繊維に隣
り合う繊維の漸近線との交点を求め、繊維間距離ｒを算出した。接合部（エンボス）が線
状以外の形状、例えば円状や十字状等である場合は、製品の幅方向、互いに隣り合う同士
のエンボス間を結ぶように表面シートを切断し、前記と同様の操作を行う。
【０１２４】
　繊維並列起立部２４の繊維２５は、図１６に示すように、線状のエンボス２１の際にお
いてエンボスの線方向Ｐと交差する方向Ｑに概ね揃って配向されている。即ち、繊維２５
は、その長手方向の一端２５ａが、熱融着性成分の溶融により線状のエンボス２１に固定
されており、長手方向の他端側は、表面シート２の平面視において、第１又は第２線状の
エンボス２１ａ，２１ｂが延びる方向Ｐと交差する方向、より具体的には、該方向Ｐに略
直交する方向（Ｑ方向）に向かって延びている。エンボス２１を線状に形成することで、
線の際から繊維が平行に延びる。線状は、連続した直線や曲線が好ましく、破線の場合、
線の間隔が極端に離れなければもかまわないが、線の間隔は２ｍｍ以下が好ましい。
【０１２５】
　また、繊維並列起立部２４の繊維２５は、繊維並列起立部２４を越えて延びる延出部分
２５ｂを有しており、それらの延出部分２５ｂは、凸部２３に非平行状に延在し、該凸部
２３、特にその中央部に、交差した構成繊維どうしが互いの交点において熱融着した繊維
接合点（図示せず）を形成している。
【０１２６】
　前述したように、繊維並列起立部２４における隣接する繊維２５間の距離ｒが、該構成
繊維２５が圧着又は接着されている接合部である、線状のエンボス２１に向かうに従って
漸減していることにより、該隣接する繊維２５間には、該線状のエンボス２１に向かって
先細りのストロー状の空間が形成され、該空間を介して、液が線状のエンボス２１に向か
って引き込まれる。また、線状のエンボス２１近傍の繊維２５が線状のエンボス２１が延
びる方向と交差する方向に延びつつ起立しているため、線状のエンボス２１との境界部に
達した液の、線状のエンボス２１が延びる方向に沿って移動が比較的起こりにくい。その
ため、表面シート２の肌当接面２ａ側に供給された液は、図１７に示すように、繊維並列
起立部２４を介して吸収体１０へとスムーズに移行し、表面シート２に液が残りが生じに
くい。
【０１２７】
　しかも、線状のエンボス２１により区画化された区画領域２２が形成され、区画領域２
２の周囲に繊維並列起立部２４が形成されているため、区画領域２２を跨いでの液の移動
が抑制され、表面シート２上を液が流れることによる液漏れ等の不都合が生じ難い。
【０１２８】
　また、図１７に示すように、表面シート２の接合部（線状のエンボス２１）と吸収体１
０における吸水性ポリマー高濃度領域１３とが略一致している、即ち接合部の下方に領域
１３が存していることは、液の素早い取り込み性を維持しながら、表面シート２上の液残
りを低減させる効果がある。
【０１２９】
　また、図示していないが、図１７に示す形態とは逆に、表面シート２の接合部（線状の
エンボス２１）と吸収体１０における吸水性ポリマー低濃度領域１４とが略一致している
、即ち接合部の下方に領域１４が存していることは、領域１４の高い液拡散能によって製
品全体に液が拡散することで漏れが効果的に防止される。またこの場合、領域１４で拡散
された液は、領域１４に隣接する吸水性ポリマー高濃度領域１３で固定されるところ、領
域１３の位置が、表面シート２の嵩高部分である凸部２３と略一致していることは、領域
１３で固定された液が表面シート２側に戻る、いわゆる液戻りを低減させる効果がある。
【０１３０】
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　個々の区画領域２２の面積は、０．２５～２ｃｍ2であることが好ましい。また、線状
のエンボス２１（接合部）の面積率は１６％以下、特に１４％以下であることが、表面シ
ート２中に液が残りにくくなることから好ましい。接合部の面積率が高すぎると、シート
の凸部が押さえつけられて、表面シートの中に液が残り易くなる。また、接合部の面積率
は、１０％以上、特に１１％以上であることが、液の吸い込み性が向上することから好ま
しい。接合部の面積率が低すぎると、接合部（線状のエンボス２１）の幅が細くなり線状
のエンボスの強度が確保できないので、液の吸い込み性が悪化する。接合部の面積率は次
にようにして測定される。
【０１３１】
＜接合部の面積率の測定方法＞
　接合部の面積率は、実物の写真を画像解析して得る。このとき、接合部に繊維の欠損部
分がある場合は手動補正を行い、繊維があるものと仮定して測定する。
【０１３２】
　また、本実施形態に係る表面シート２は、図１５に示すように、非肌当接面側における
、繊維並列起立部２４と重なる部位に、表面シート２を構成する不織布の構成繊維が、線
状のエンボス２１から離れる方向に並列に並んでいる繊維並列部２６を有している。繊維
並列起立部２４と重なる部位に繊維並列部２６を有することで、繊維並列起立部２４を通
して引き込まれた液が、表面シート２の非肌当接面付近に滞留することが防止され、図１
７に示すように、液Ａが、吸収体１０へと一層スムーズに移行する。
【０１３３】
　吸収体１０への液の移行性を一層向上させる観点から、表面シート２をナプキン１に組
み込む際には、図１７に示すように、繊維並列部２６が吸収体１０に略平行に接触するよ
うに配置することが好ましい。尚、繊維並列部２６は、起立させない以外は、繊維並列起
立部２４と同様の構成を有することが好ましい。
【０１３４】
　表面シートに線状のエンボスによって囲まれた区画領域を形成する場合、個々の区画領
域又は寸法が異なる２種類の区画領域が、黄金比又は白銀比の寸法比率を有して形成され
ていることが好ましい。
【０１３５】
　黄金比とは、古代から最も美しいとされる比であり、おおよその比ａ：ｂは９：１６で
あるが、本発明における黄金比ａ：ｂは９：１５～９：１７の範囲とする。黄金比を有す
る区画領域を形成することで、優れた吸収性能を有する上に、外観の美しい表面シートや
吸収性物品を得ることができる。
【０１３６】
　白銀比とは、日本古来からある木割りを基にした比で、安定した飽きのこない美しさを
持つとされる比であり、ａ：ｂは１：１．４１４であるが、本発明における白銀比ａ：ｂ
は１：１．３～１：１．５の範囲とする。白銀比を有する区画領域を形成することで、優
れた吸収性能を有する上に、安定感や安心感を与える表面シートや吸収性物品を得ること
ができる。
【０１３７】
　個々の区画領域に、黄金比又は白銀比の寸法比率を持たせる例としては、図１４に示す
ように、菱形形状の区画領域２２の対角線の長さＬ１，Ｌ２の比を、黄金比又は白銀比ａ
：ｂとすることが挙げられる。この場合、黄金比又は白銀比ａ：ｂのａをＬ１、ｂをＬ２
としても良いし、ａをＬ２、ｂをＬ１としても良い。また、図に示す２１ａ（２１）と２
１ｂ（２１）の交点の中心を起点・終点とする長さを、Ｌ１，Ｌ２に対応する長さとして
も良い。
【０１３８】
　複数種類の区画領域に、黄金比又は白銀比の寸法比率を持たせる例としては、図１８に
示すように、寸法や形状等が異なる２種類の区画領域２２Ａ，２２Ｂについて、互いに平
行又は一直線上に並ぶ対角線Ｌ３，Ｌ４の長さの比を、黄金比又は白銀比ａ：ｂとするこ
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とが挙げられる。この場合、黄金比又は白銀比ａ：ｂのａをＬ３、ｂをＬ４としても良い
し、ａをＬ４、ｂをＬ３としても良い。
【０１３９】
　尚、個々の区画領域の対角線を黄金比又は白銀比を構成する仮想線として想起させる場
合、吸収性物品端部のラインやサイド溝エンボスが補助的役割を果たす。よって、製品の
長手方向に各比の大きい方を一致させるとより効果的である。
【０１４０】
　本実施形態に係る表面シート２は、構成繊維として、加熱によってその長さが伸びる熱
伸長性繊維を含んでいる。熱伸長性繊維は、熱融着性繊維であることが好ましい。熱伸長
性繊維としての熱融着性繊維は、熱融着成分と該熱融着成分よりも融点の高い高融点成分
とからなる複合繊維であることが好ましく、より好ましくは、熱融着成分を鞘、高融点成
分を芯とする芯鞘型複合繊維が用いられる。熱融着成分及び高融点成分は、熱可塑性樹脂
であることが好ましい。熱融着成分としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、
ポリブテン－１、ポリペンテン－１、又はこれらのランダム若しくはブロック共重合体等
が挙げられる。高融点成分としては、例えば、ポリエチレンテレフテレート、ポリブチレ
ンテレフタレートなどのポリエステル、ナイロン－６やナイロン－６６などのポリアミド
等が挙げられる。
【０１４１】
　熱融着成分と高融点成分との好ましい組み合わせとしては、ポリエチレンとポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエチレンとポリプロピレン、低融点のポリエチレンテレフタレー
トとポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンとポリブチレンテレフタレート等が挙げ
られるが、これらに制限されるものではない。芯鞘型複合繊維は、同芯タイプの他、偏芯
タイプのもの、更には繊維の全周の一部に芯成分が露出しているもの等であっても良い。
【０１４２】
　熱融着性繊維は、後述する繊維並列起立部の形成性や凹凸形状の形成性の点から、熱伸
長性複合繊維であることが好ましい。熱伸長性複合繊維は、加熱によってその長さが伸び
る複合繊維であり、温度が９０℃以上、好ましくは、１１０℃～１３０℃で伸張する繊維
である。熱伸長性複合繊維は、表面シート２の製造時に伸長させることにより、起伏の大
きい凹凸を形成し得ると共に後述する繊維並列起立部を容易に生じさせることができる。
従って、表面シート２として完成した後においては、その多くが伸長した状態となってお
り、その状態から更に伸長される繊維という意味ではない。伸長後の熱伸長性複合繊維も
熱伸長性複合繊維に含める。
【０１４３】
　熱伸長性複合繊維としては、例えば加熱により樹脂の結晶状態が変化して伸びたり、あ
るいは捲縮加工が施された繊維であって捲縮が解除されて見かけの長さが伸びる繊維が挙
げられる。熱伸長性複合繊維としては、熱融着成分の軟化点より１０℃高く、更に融点よ
りも１０℃低い温度での伸張率が５～４０、特に１０～３０％であることが、繊維並列起
立部や凹凸形状を顕著に形成させる点から好ましい。熱伸長性複合繊維の好ましい例は、
特開２００５－３５０８３６号公報の段落〔００２４〕～〔００４０〕に記載されている
。
【０１４４】
　熱融着成分と高融点成分とからなる複合繊維、特に熱伸長性複合繊維の割合は、表面シ
ート２の構成繊維中、４０～１００質量％であることが好ましく、より好ましくは７０～
１００質量％、更に好ましくは９５～１００質量％である。これらの複合繊維以外に配合
する繊維としては、熱可塑性樹脂からなる繊維（非複合繊維）等が挙げられる。
【０１４５】
　前述した表面シート２の製造方法について、熱伸長性複合繊維を用いて製造する場合を
例に図１９を参照しながら説明する。先ず、所定のウエブ形成手段（図示せず）を用いて
表面シート２の原反となるウエブ２Ａを作製する。ウエブ２Ａは、熱伸長性複合繊維を含
むものであるか、又は熱伸長性複合繊維からなるものである。ウエブ形成手段としては、
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例えば（ａ）カード機を用いて短繊維を開繊するカード法、（ｂ）溶融紡糸された連続フ
ィラメントを直接エアサッカーで牽引してネット上に堆積させる方法（スパンボンド法）
、（ｃ）短繊維を空気流に搬送させてネット上に堆積させる方法（エアレイ法）等の公知
の方法を用いることができる。
【０１４６】
　次いで、ウエブ２Ａをヒートエンボス装置５１に導入する。そして、ヒートエンボス装
置５１内で、ウエブ２Ａにヒートエンボス加工が施される。ヒートエンボス装置５１は、
一対のロール５２，５３を備えている。ロール５２は周面が平滑となっている平滑ロール
である。一方、ロール５３は、その周面に、線状のエンボス２１に対応する格子状の凸部
が形成されている彫刻ロールである。各ロール５２，５３は所定温度に加熱可能になって
いる。
【０１４７】
　ヒートエンボス加工は、ウエブ２Ａ中の熱伸長性複合繊維の熱融着成分が溶融する温度
で行う。ヒートエンボス加工の加工温度は、ウエブ２Ａ中の熱伸長性複合繊維における熱
融着成分の融点以上で且つ高融点成分の融点未満の温度で行われることが好ましい。また
熱伸長性繊維の伸長開始温度未満の温度で行われることが好ましい。
【０１４８】
　ヒートエンボス加工によって、線状のエンボス２１を有する不織布５４が得られる。次
いで、その不織布５４は、熱風吹き付け装置５５に搬送される。熱風吹き付け装置５５に
おいては不織布５４にエアスルー加工が施される。熱風吹き付け装置５５は、所定温度に
加熱された熱風が不織布５４を貫通するように構成されている。エアスルー加工は、不織
布５４中の熱伸長性複合繊維が加熱によって伸長する温度で行われる。且つ不織布５４に
おける線状のエンボス２１以外の部分に存するフリーな状態の熱伸長性複合繊維どうしの
交点が熱融着する温度で行われる。尤も、斯かる温度は熱伸長性複合繊維の高融点成分の
融点未満の温度で行うことが好ましい。
【０１４９】
　このようなエアスルー加工によって、不織布５４に含まれる熱伸長性複合繊維が、線状
のエンボス２１以外の部分において伸長する。熱伸長性複合繊維はその一部が線状のエン
ボス２１によって固定されているので、伸長するのは線状のエンボス２１間の部分である
。熱伸長性複合繊維はその一部が線状のエンボス２１によって固定されていることによっ
て、伸長した熱伸長性複合繊維の伸び分は、不織布５４の平面方向への行き場を失い、エ
アスルー加工時の熱風吹きつけ側の熱伸長性複合繊維は、該不織布５４の厚み方向へ移動
する。これによって、線状のエンボス２１の近傍に繊維並列起立部２４が形成されると共
に、線状のエンボス２１に囲まれた区画領域の中央部には凸部２３が形成される。また、
エアスルー加工によって線状のエンボス２１間に存する熱伸長性複合繊維どうしの交点が
熱融着によって接合され、凸部２３には、繊維接合点が３次元的に分散した状態に形成さ
れる。このようにして目的とする表面シート２が得られる。
【０１５０】
　図２０は、本発明に係る表面シートの他の実施形態を示す図である。本実施形態のナプ
キン１は、図２０に示す表面シート２Ａを備えていても良い。図２０に示す表面シート２
Ａについて特に説明しない点は、前述した表面シート２と同様である。図２０に示す表面
シート２Ａは、上層２７と下層２８とが積層された２層構造を有しており、表面シート２
Ａは、上層２７側を着用者の肌側に向け、下層２８側を吸収体１０側に向けてナプキン１
に組み込まれて使用される。
【０１５１】
　上層２７は、前述した熱伸長性複合繊維からなるか又は該熱伸長性複合繊維を含んでお
り、下層２８は、該熱伸長性複合繊維を含まないか又は上層２７より少量の該熱伸長性複
合繊維を含んでいる。上層２７と下層２８は、エンボス加工によって形成された格子状の
接合部で接合されており、該接合部が、表面シート２Ａにおける線状のエンボス２１とな
っている。
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【０１５２】
　上層２７における線状のエンボス２１の近傍には、該線状のエンボス２１に隣接して、
前述した表面シート２の繊維並列起立部と同様の繊維並列起立部２４が形成されており、
上層２７によって形成される凸部２３には、熱伸長性複合繊維どうしが互いの交点におい
て熱融着した熱融着点２９が形成されている。表面シート２Ａによっても、繊維並列起立
部２４を有するため、表面シート２と同様の作用効果が奏される。
【０１５３】
　表面シート２Ａのように、上層２７と下層２８とが積層された２層構造を有する場合、
表面シート２Ａの非肌当接面側を構成する下層２８には、上層２７の構成繊維よりも剛性
の高い繊維を用いることが好ましい。非肌当接面側に、剛性の高い繊維を用いることで、
表面シートにヨレが生じることを効果的に防止することができる。ここで、剛性の高い繊
維とは、肌当接面側に用いる繊維よりも融点が高い、又は樹脂密度が高い繊維である。
【０１５４】
　本発明に係る表面シートは、前述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣
旨を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。例えば、区画領域の平面視形状は、菱形状の
限られず、正方形、長方形、平行四辺形、楕円形、三角形等の任意の形状とすることがで
きる。また、一枚の表面シートに、菱形形状の区画領域と平行四辺形状の区画領域とを組
み合わせて設ける等、平面視形状の異なる複数種類の区画領域を設けることもできる。
【０１５５】
　本実施形態のナプキン１は、通常のこの種の生理用ナプキンと同様に下着に装着して使
用する。本実施形態のナプキン１は、液の引き込み性及び液の透過性に優れる表面シート
２と、体液の素早い吸収と繰り返しの吸収が可能な吸収体１０とを備えているため、肌当
接面に排泄された体液が素早く非肌当接面側へ透過され、表面シート２における液残りが
生じにくく、優れたドライ感が得られる。また、吸収体１０は、柔軟で且つ薄型化が可能
であるため、これを備えているナプキン１は、厚みを薄く設計することが可能であり、嵩
張らず、携帯性も装着感も優れたものとすることができる。尚、表面シート２に代えて表
面シート２Ａを用いた場合、あるいは吸収体１０に代えて吸収体３０を用いた場合も、同
様の効果が奏される。
【０１５６】
　以上、本発明をその好ましい実施形態に基づき説明したが、本発明は前記実施形態に制
限されない。例えば、本発明の吸収性物品は、生理用ナプキンに制限されず、使い捨てお
むつ、失禁パッド、尿取りパッド、ペット用おむつ、ペット用シーツ等にも適用できる。
【実施例】
【０１５７】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明は斯かる実施例に限定さ
れるものではない。
【０１５８】
　以下に、本実施例で使用した吸水性ポリマーの合成方法（合成例１）を説明する。合成
例１は下記のように、吸水性ポリマーの合成、吸水性ポリマーの架橋処理の順で進めた。
【０１５９】
〔合成例１〕
＜吸水性ポリマーの合成＞
　攪拌機、還流冷却管、モノマー滴下口、窒素ガス導入管、温度計を取り付けたSUS304製
５Ｌ反応容器(アンカー翼使用)に分散剤としてポリオキシアルキレンエーテルリン酸エス
テル０．１％（対アクリル酸質量、有効成分量）を仕込み、ノルマルヘプタン１５００ｍ
ｌを加えた。窒素ガスの雰囲気下に攪拌を行いながら９０℃まで昇温した。一方、２Ｌ三
つ口フラスコ中に、８０％アクリル酸(東亞合成製、act.80.6%)とイオン交換水、４８％
苛性ソーダ水溶液(旭硝子製、act.49.7%)から、モノマー水溶液としてのアクリル酸ナト
リウム(72%中和品)１０００ｇを得た。このモノマー水溶液に、N－アシル化グルタミン酸
ソーダ(味の素製、商品名アミソフトPS-11)０．２５ｇをイオン交換水４．４１ｇに溶解
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させたものを添加した後、５５０ｇ（以下、モノマー水溶液Ａという）、２５０ｇ（以下
、モノマー水溶液Ｂという）、２５０ｇ（以下、モノマー水溶液Ｃという）に三分割した
。
【０１６０】
　次いで、２，２'－アゾビス(２－アミジノプロパン)ジヒドロクロリド(和光純薬工業製
、商品名V-50)０．０５ｇ、ポリエチレングリコール(花王製、K-PEG6000 LA)０．５ｇ、
クエン酸アンモニウム鉄(III)(関東化学製)４ｇ、イオン交換水１０ｇを混合溶解
し、開始剤（Ａ）溶液を調製した。また、過硫酸ナトリウム(和光純薬工業製)０．６ｇを
イオン交換水１０ｇに溶解し、開始剤（Ｂ）溶液を調製した。さらに、クエン酸チタン水
溶液(50%クエン酸と7.6%(TiO2)硫酸チタニル水溶液を20/27の質量比で混合)を調製した。
モノマー水溶液Ａに、開始剤（Ａ）溶液１２ｇを加えてモノマーＡを調製し、モノマー水
溶液Ｂに、開始剤（Ｂ）溶液５ｇを加えてモノマーＢを調製し、モノマー水溶液Ｃに、開
始剤（Ｂ）溶液５ｇとクエン酸チタン水溶液（クエン酸／Ｔｉのモル比＝２、Ｔｉ量０．
０１５％対アクリル酸質量）２ｇを加えてモノマーＣを調製した。
【０１６１】
　次いで、前述の５Ｌ反応容器内に、モノマー滴下口からマイクロチューブポンプを用い
て、５分以上静置したモノマーＡ、モノマーＢ、モノマーＣの順で滴下し重合した。モノ
マー滴下終了後、脱水管を用いて共沸脱水を行い、吸水性ポリマー(ハイドロゲル)の含水
率を調整した後、架橋剤としてエチレングリコールジグリシジルエーテル(ナガセケムテ
ックス製, 商品名デナコールEX-810)０．５ｇをイオン交換水１０ｇに溶解したものを添
加した。その後、６０％1－ヒドロキシエチリデン－1，1'－ジホスホン酸水溶液(ローデ
ィア製、商品名ブリクエストADPA-60A)２ｇを添加した。冷却後、ノルマルヘプタンを除
去・乾燥させることにより吸水性ポリマーを得た。
【０１６２】
＜吸水性ポリマーの架橋処理＞
　前記＜吸水性ポリマーの合成＞に用いたものと同様の反応容器(アンカー翼使用)に、前
記＜吸水性ポリマーの合成＞で得られた吸水性ポリマー１００ｇを仕込み、ノルマルヘプ
タン３００ｍｌを加えた。窒素雰囲気下、攪拌しながら、７５℃まで昇温した。その後、
滴下口から滴下ロートを用いて、イオン交換水６０ｇに、架橋剤としてエチレングリコー
ルジグリシジルエーテル(ナガセケムテックス製、商品名デナコールEX-810)３ｇを溶解し
たものを添加した。１．５時間還流させた後、ノルマルヘプタンを除去乾燥させることに
より、粒子表面が架橋処理された吸水性ポリマーを得た。
【０１６３】
〔合成例２及び３〕
　合成例２及び３により、粒子表面が架橋処理された吸水性ポリマーを得た。合成例２及
び３は、前記＜吸水性ポリマーの架橋処理＞における架橋剤の使用量のみが合成例１と異
なっており、合成例２では５ｇ、合成例３では１ｇ用いた。
【０１６４】
　合成例１～３で得られた吸水性ポリマーの遠心保持量、膨潤ゲルの安息角、かさ比重、
ＤＷ法による吸水速度、２．０ｋＰａでの加圧下通液速度、平均粒径をそれぞれ前述した
測定方法に従って測定した。これらの結果を下記表１に示す。
【０１６５】
〔実施例１〕
　繊維粗度０．３２ｍｇ／ｍ、繊維断面の真円度０．３０の架橋処理パルプ（Weyerhause
r Paper製「High Bulk Additive ＨＢＡ－Ｓ」、前記＜親水性の評価方法＞によって得ら
れる吸水量の傾き０．０４ｇ／秒）７０質量部、及び繊維粗度０．１８、繊維断面の真円
度０．３２の針葉樹クラフトパルプ（Skeena Cellulose Co.製「SKEENA PRIME」）３０質
量部を水中に分散混合し、更に前記混合したパルプの乾燥質量１００部に対し、紙力補強
剤（ポリアミドエピクロルヒドリン樹脂、日本ＰＭＣ（株）製、カイメンＷＳ－５７０）
を樹脂成分で１質量部を水中に分散混合し、所定の濃度とした後、この分散混合液を湿式
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抄紙機のフォーミングパートで乾燥坪量が２５ｇ／ｍ2になるように繊維ウエブを形成し
た。次いで、該繊維ウエブをサクションボックスにより、乾燥繊維ウエブ１００質量部に
基づき水分率１００質量部になるまで、繊維ウエブを脱水した。次いで、プレスパート直
前で、脱水後の湿潤した繊維ウエブ上に、前記合成例１の吸水性ポリマーを散布坪量３０
ｇ／ｍ2で図３に示すパターンで散布した。次いで、前記繊維ウエブの吸水性ポリマー散
布面に、繊維集合体として、前記繊維ウエブと同様の配合組成を有する、予め抄紙してお
いた繊維シート（坪量２５ｇ／ｍ2）を重ね合わせ、かかる繊維ウエブと繊維シートとの
重ね合わせ体をドライヤーに導入し、１３０℃の温度にて乾燥、一体化することにより、
長さ９０ｍｍ、幅３５ｍｍの２枚の繊維シート間に吸水性ポリマーが介在されている吸収
体を得た。
【０１６６】
　こうして得られた吸収体は、概ね図２～図４に示した構造である。具体的には、吸収体
における各吸水性ポリマー高濃度領域は、平面視において四角形形状で且つ吸収体長手方
向の長さ２０ｍｍ、吸収体幅方向の長さ１０ｍｍであった。また、吸収体の平面視におい
て、吸水性ポリマー高濃度領域の総面積Ｓ１と吸水性ポリマー低濃度領域の総面積Ｓ２と
の比（Ｓ１／Ｓ２）は、８０／２０であった。また、吸収体の吸水性ポリマー平均含有率
は３３質量％、吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーの含有率は４２質量％
、吸水性ポリマー低濃度領域における吸水性ポリマーの含有率は実質的に０質量％であっ
た。
【０１６７】
　得られた吸収体の非肌当接面側に接着剤を塗布し、該接着剤を介して該吸収体の非肌当
接面上に裏面シートを固定した。次いで、該吸収体の肌当接面の全面を表面シートで覆い
、更に、該表面シートの肌当接面側に対して常法に従ってエンボス処理を施し、防漏溝を
形成し、ナプキン前駆体を得た。こうして得られたナプキン前駆体の非肌当接面（裏面シ
ートの外面）の所定箇所に粘着剤を塗布して粘着部を形成し、更に、表裏面シートそれぞ
れにおける吸収体の周縁部からの延出部分において常法に従ってエンドシールを施し、ナ
プキンを得た。このナプキンにおいて、表面シートは下記のものを使用し、裏面シートは
厚み２５μｍのポリエチレン製フィルムを使用した。当該ナプキンは、概ね図１及び図２
に示した構造である。こうして得られたナプキンを実施例１のサンプルとした。
【０１６８】
（実施例１で使用した表面シート）
　繊維径４ｄｔｅｘ伸長率８％の芯鞘型複合繊維（芯がポリプロピレン、鞘がポリエチレ
ン）をカード機に通してウエブとし、該ウエブを、ヒートエンボス装置に導入して、該ウ
エブに線状のエンボスを形成した。次いで、そのウエブを、熱風吹き付け装置に導入し、
エアスルー加工による熱風処理を行い、線状のエンボスの近傍に繊維並列起立部を有する
表面シートを得た。得られた表面シートの線状のエンボスの形成パターンは、図１４に示
すパターンであり、第１及び第２線状のエンボス２１ａ，２１ｂそれぞれの幅Ｗ１は０．
５ｍｍ、第１線状のエンボス２１ａどうし間の間隔及び第２線状のエンボス２１ｂどうし
間の間隔Ｗ２は６ｍｍ、形成された菱形の区画領域の対角線Ｌ１，Ｌ２の比（Ｌ１：Ｌ２
）は、７：１３であった。また、線状のエンボスの面積率が１４％であった。
【０１６９】
〔実施例２〕
　実施例１において、吸収体として下記のものを用いた以外は実施例１と同様にしてナプ
キンを作製し、これを実施例２のサンプルとした。
【０１７０】
（実施例２の吸収体）
　実施例１の吸収体において、吸水性ポリマーの散布坪量を３６ｇ／ｍ2とし且つ吸水性
ポリマーの散布パターンを図８（ａ）のようにした以外は実施例１と同様にして吸収体を
作製し、これを実施例２の吸収体とした。吸収体における吸水性ポリマー高濃度領域は、
平面視において矩形形状であり、且つ該矩形形状の吸水性ポリマー高濃度領域の吸収体長
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手方向の長さは吸収体の長手方向の長さと略同じであり、吸収体幅方向の長さは１０ｍｍ
であった。また、吸収体の平面視において、吸水性ポリマー高濃度領域の総面積Ｓ１と吸
水性ポリマー低濃度領域の総面積Ｓ２との比（Ｓ１／Ｓ２）は、８０／２０であった。ま
た、吸収体の吸水性ポリマー平均含有率は３３質量％、吸水性ポリマー高濃度領域におけ
る吸水性ポリマーの含有率は４２質量％、吸水性ポリマー低濃度領域における吸水性ポリ
マーの含有率は実質的に０質量％であった。
【０１７１】
〔実施例３〕
　実施例１において、吸収体として下記のものを用いた以外は実施例１と同様にしてナプ
キンを作製し、これを実施例３のサンプルとした。
【０１７２】
（実施例３の吸収体）
　実施例１の吸収体において、吸水性ポリマーの散布パターンを図８（ｂ）に示すパター
ンにした以外は実施例１と同様にして吸収体を作製し、これを実施例３の吸収体とした。
吸収体の平面視において、吸水性ポリマー高濃度領域の総面積Ｓ１と吸水性ポリマー低濃
度領域の総面積Ｓ２との比（Ｓ１／Ｓ２）は、５０／５０であった。また、吸収体の吸水
性ポリマー平均含有率は３７．５質量％、吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリ
マーの含有率は５４質量％、吸水性ポリマー低濃度領域における吸水性ポリマーの含有率
は実質的に０質量％であった。
【０１７３】
〔実施例４〕
　実施例１において、吸収体として下記のものを用いた以外は実施例１と同様にしてナプ
キンを作製し、これを実施例４のサンプルとした。
【０１７４】
（実施例４の吸収体）
　図９に示す如き装置を用いて、吸水性ポリマーと繊維との混合積繊物からなる吸収体を
作製し、これを実施例４の吸収体とした。該装置における回転ドラムの周面には、図１０
に示す如き、多数の凹部と格子状の凸部とが形成された型が設けられている。この型は、
ドラムの回転方向の長さ１７ｃｍ、ドラムの回転軸方向の長さ（幅）７ｃｍであった。最
終的に得られる混合積繊物において、型の凹部に対応する部分は肉厚部（吸水性ポリマー
高濃度領域）となり、凸部に対応する部分は肉薄部(吸水性ポリマー低濃度領域)となる。
解繊したパルプ（フラッフパルプ）１００質量部と前記合成例１の吸水性ポリマー２０質
量部とを空気気流中に混合し、この型内に、該型の下側に配した金属メッシュ内面から吸
引を行いながら積繊した。尚、吸水性ポリマーは全体の気流が乱れない範囲で、吸水性ポ
リマー投入口（図示せず）をダクト内の下部に近づけて投入した。こうして得られた混合
積繊物は、概ね図１１に示した構造であり、坪量は２４０ｇ／ｍ2、肉厚部（吸水性ポリ
マー高濃度領域）の吸収体長手方向の長さ２０ｍｍ、吸収体幅方向の長さ１０ｍｍであっ
た。また、隣接する肉厚部（吸水性ポリマー高濃度領域）どうしの間隔は、吸収体長手方
向及び幅方向何れも５ｍｍの低濃度領域で区切られていた。また、混合積繊物の吸水性ポ
リマー平均含有率は１７質量％、肉厚部（吸水性ポリマー高濃度領域）における吸水性ポ
リマーの含有率は２５質量％、肉薄部（吸水性ポリマー低濃度領域）における吸水性ポリ
マーの含有率は９質量％であった。得られた混合積繊物を、ホットメルト粘着剤をスプレ
ー塗工した坪量１６ｇ／ｍ2のティッシュペーパーで包み込んで実施例４の吸収体を得た
。
【０１７５】
〔実施例５〕
　実施例１において、吸収体として下記のものを用いた以外は実施例１と同様にしてナプ
キンを作製し、これを実施例５のサンプルとした。
【０１７６】
（実施例５の吸収体）
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　ホットメルト接着剤（東洋ペトロライト製Ｐ－６１８Ｂ）が塗布量５ｇ／ｍ2で塗布さ
れた坪量１６ｇ／ｍ2のティッシュペーパー（上側被覆シート）の該接着剤の塗布面上に
、別途作製したパルプ繊維の繊維ウエブ（坪量２４０ｇ／ｍ2、幅７ｃｍ、長さ１７ｃｍ
）を載置した。このティッシュペーパーは、繊維ウエブよりも寸法が大きい。次いで、繊
維ウエブの上から、前記合成例１の吸水性ポリマー合計０．４５ｇを、該繊維ウエブ上に
幅１０ｍｍ、ピッチ５ｍｍで３筋（繊維ウエブの中央に１筋、両サイドに各１筋、吸水性
ポリマーの量は１筋あたり０．１５ｇ）散布した。更に、繊維ウエブの吸水性ポリマー散
布面に、該繊維ウエブと同サイズでホットメルト接着剤が塗布量５ｇ／ｍ2で塗布された
下側被覆シートとしてのティッシュペーパー（坪量１６ｇ／ｍ2）を、その接着剤の塗布
面が該繊維ウエブと対向するように重ね、前記上側被覆シートにおける該繊維ウエブから
の延出部分を該下側被覆シートの上面に巻き上げた後、該繊維ウエブの上下を反転させて
、吸収体の略全体がティッシュペーパー（被覆シート）で被覆されてなる、平面視におい
て矩形形状の実施例５の吸収体を得た。実施例５の吸収体における吸水性ポリマーの分布
パターンは、概ね図７に示す通りである。また、実施例５の吸収体の吸水性ポリマー平均
含有率は１９質量％、吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマーの含有率は３７
質量％、吸水性ポリマー低濃度領域における吸水性ポリマーの含有率は実質的に０質量％
であった。
【０１７７】
〔実施例６〕
　実施例１において、表面シートとして下記のものを用いた以外は実施例１と同様にして
ナプキンを作製し、これを実施例６のサンプルとした。
【０１７８】
（実施例６で使用した表面シート）
　実施例１で用いた表面シートのエンボス（接合部）の形成パターンを、平面視において
十字型の多数のエンボスが千鳥状に配置されたパターンとした以外は、実施例１と同様に
して表面シートを得た。各十字型のエンボスにおける縦、横のエンボス線は、各々長さ４
ｍｍ、幅１ｍｍの長方形で構成され、隣接する十字型のエンボスの中心点どうしの間隔は
、ナプキン幅方向において８ｍｍ、ナプキン長手方向において６ｍｍ間隔であった。エン
ボスの面積率は１４％であった。
【０１７９】
〔実施例７〕
　実施例１において、吸水性ポリマーとして、合成例１の吸水性ポリマーに代えて、合成
例２の吸水性ポリマーを用いた以外は実施例１と同様にしてナプキンを作製し、これを実
施例７のサンプルとした。
【０１８０】
〔実施例８〕
　実施例１において、吸水性ポリマーとして、合成例１の吸水性ポリマーに代えて、合成
例３の吸水性ポリマーを用いた以外は実施例１と同様にしてナプキンを作製し、これを実
施例８のサンプルとした。
【０１８１】
〔実施例９〕
　実施例１において、表面シートをエアスルー不織布（花王（株）製ロリエスーパースリ
ムガードに使用の開孔シート）に変更した以外は実施例１と同様にしてナプキンを作製し
、これを実施例９のサンプルとした。このエアスルー不織布は、実施例１で使用した表面
シートと異なり、繊維並列起立部を有していない。
【０１８２】
〔比較例１〕
　実施例１において、吸収体として下記のものを用いた以外は実施例１と同様にしてナプ
キンを作製し、これを比較例１のサンプルとした。
【０１８３】
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（比較例１の吸収体）
　図９に示す如き装置を用いて、吸水性ポリマーと繊維との混合積繊物からなる吸収体を
作製し、これを比較例１の吸収体とした。但し、該装置における回転ドラムの周面に設け
られた型は、図１０に示す如き凹部及び凸部が設けられていない、単なる容器（ドラムの
回転方向の長さ１７ｃｍ、ドラムの回転軸方向の長さ７ｃｍ）であった。解繊したパルプ
（フラッフパルプ）１００質量部と前記合成例１の吸水性ポリマー２０質量部とを空気気
流中に混合し、この型内に、該型の下側に配した金属メッシュ内面から吸引を行いながら
積繊した。こうして得られた混合積繊物の坪量は２４０ｇ／ｍ2であった。該混合積繊物
を、ホットメルト粘着剤をスプレー塗工した坪量１６ｇ／ｍ2のティッシュペーパーで包
み込んで比較例１の吸収体を得た。
【０１８４】
〔比較例２〕
　実施例１において、吸水性ポリマーを日本触媒性ＣＡ－Ｗ４Ｓに変更した以外は、実施
例１と同様にしてナプキンを作製し、これを比較例２のサンプルとした。
【０１８５】
〔評価〕
　実施例及び比較例の生理用ナプキンについて、前記測定方法に従って厚み及び曲げ剛性
を測定すると共に、下記の方法により、吸収時間、液戻り量及び液残り量を測定した。
　また、各生理用ナプキンにおける吸収体について、吸水性ポリマー高濃度領域の有無、
並びに吸水性ポリマー高濃度領域が存在している場合は該領域における吸水性ポリマー粒
子で囲まれた空隙の大きさＳpore、及び吸水性ポリマー粒子の占める面積Ｓsapに対する
Ｓporeの割合（％）〔＝（Spore/Ｓsap）×１００〕を、それぞれ前述した測定方法に従
って測定した。これらの結果を下記表２に示す。下記表１には、各生理用ナプキンで用い
た吸水性ポリマーの特性を示した。
【０１８６】
＜吸収時間の測定方法＞
　測定対象の生理用ナプキンを平面状に拡げ、表面シートを上に向けて水平面上に固定し
た状態で、吸収体の中心部における該表面シート上に、円筒状の注入部の付いたアクリル
板をのせ、更にそのアクリル板上に錘をのせ、吸収体の中心部に対して、５ｇ／ｍ2の荷
重を加える。アクリル板に設けられた注入部は、内径１０ｍｍの円筒状をなし、アクリル
板には、長手方向及び幅方向の中心軸に、該円筒状注入部の中心軸線が一致し、該円筒状
注入部の内部とアクリル板の表面シート対向面との間を連通する内径１０ｍｍの貫通孔が
形成されている。次いで、円筒状注入部の中心軸が吸収体の平面視における中心部と一致
するようにアクリル板を配置し、３ｇの血液を、円筒状注入部から注入し、生理用ナプキ
ンに吸収させる。血液（脱繊維馬血、日本バイオテスト（株）製）がナプキンの表面に到
達した時点から３ｇの全量がナプキンに吸収されるまでの時間（秒）を計測し、これを１
回目の吸収時間とした。また、最初の血液注入時から３分後に、前記手順を繰り返して３
ｇの血液を更に注入（血液の注入量は合計６ｇ）し、この再注入された血液の全量がナプ
キンに吸収されるまでの時間（秒）を計測し、これを２回目の吸収時間とした。これらの
吸収時間の値が小さいほど、吸収速度が速く、高評価となる。下記表１には２回目（血液
６ｇ注入時）の吸収時間を示した。尚、１回目において、注入した血液の全量（３ｇ）が
吸収されるまでに３分を超えた場合は、全量を吸収後速やかに次の３ｇを注入した。
【０１８７】
＜液戻り量の測定方法＞
　前記＜吸収時間の測定方法＞において、３回目の血液注入時から３分後に、アクリル板
と錘を取り除き、ナプキンの肌当接面上（表面シート上）に、７ｃｍ×１５ｃｍで坪量３
０ｇ／ｍ2の吸収紙（市販のティッシュペーパー）を１０枚重ねて載置し、該吸収紙の上
から６８ｇ／ｃｍ2の荷重を１分間かけた。荷重後、吸収紙１０枚を取り除き、該吸収紙
１０枚の重さを測定した。この測定値と、予め求めておいた荷重前の吸収紙１０枚の重さ
の測定値とから、吸収紙１０枚に吸収された血液の質量（ｇ）を求め、該質量を液戻り量
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【０１８８】
＜液残り量の測定方法＞
　生理用ナプキンを水平に置き、直径１ｃｍの注入口のついたアクリル板を重ねて、該注
入口から脱繊維馬血（日本バイオテスト（株）製）３ｇを注入し、注入してから１分間そ
の状態を保持した。次に、アクリル板を取り除き、表面シートをナプキンから取り出して
その重量を測定し、該重量から、予め測定した血液注入前の表面シートの重量を差し引き
、その差（表面シート中に残存した脱繊維馬血の重量）を液残り量とした。該液残り量が
少ないほど、ドライ感に優れ、高評価となる。
【０１８９】
【表１】

【０１９０】
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【表２】

【０１９１】
　表２に示す結果から明らかなように、実施例は何れも吸収時間が短く且つ液戻り量及び
液残り量が少なく、液透過性、肌当接面のドライ感に優れるものであった。これに対し、
比較例１は、主として吸水性ポリマー高濃度領域を有さないため、液残り量に劣る結果と
なった。また、比較例２は、主として吸水性ポリマー高濃度領域における吸水性ポリマー
で囲まれた空隙の大きさ（Ｓpore）が小さいため、吸収時間及び液残り量に劣る結果とな
った。比較例２においては、前記空隙が小さすぎるため、その大きさＳporeの計測ができ
ず、比較例２における吸水性ポリマー高濃度領域には、吸水性ポリマーで囲まれた空隙が
形成されているとは言い難い。このように、比較例２の吸水性ポリマー高濃度領域におい
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て実質的に前記空隙が形成されていない理由は、主として、吸水性ポリマーの遠心保持量
、膨潤ゲルの安息角及び２．０ｋＰａでの加圧下通液速度、特に膨潤ゲルの安息角が、本
発明で規定する適切な範囲（４５°以下）ではないことによるものと推測される。
【符号の説明】
【０１９２】
１　生理用ナプキン（吸収性物品）
２，２Ａ　表面シート
３　裏面シート
４　防漏溝
５　エンドシール部
１０，３０　吸収体
１１，１２　繊維シート（繊維集合体の層）
１３　吸水性ポリマー高濃度領域
１４　吸水性ポリマー低濃度領域
１５，１５ａ～１５ｅ　吸水性ポリマー
２０　凹部
２１　線状のエンボス（接合部）
２２　区画領域
２３　凸部
２４　繊維並列起立部
２５　繊維並列起立部を構成する繊維
２６　繊維並列部
Ｃ１～Ｃ３　吸水性ポリマーの粒子どうしの接点
Ｓ１，Ｓ２　吸水性ポリマーで囲まれた空隙

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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【図１５】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】
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